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様式第１号－３

事 務 事 業 の 概 要

１ 概 況

（１）沿革及び所管区域の概要

ア 沿 革

昭和28年８月１日 熱海市・伊東市を所轄とする田方県税事務所熱海出張所として、熱海

市役所内に設置された。

昭和34年10月１日 田方県税事務所熱海支所と改め、管理・徴収の２課制となった。

昭和36年４月１日 機構改革により、熱海県税事務所（熱海市水口町５-37）として独立

し、総務・管理・徴収・直税・間税の５課制となった。

昭和37年４月１日 総務・徴収・直税・間税の４課制となった。

昭和43年４月１日 機構改革に伴い、名称を熱海財務事務所と改められた。

総務・管理・徴収・直税・間税の５課制となった。

昭和44年４月１日 次長制が新設された。

昭和49年４月１日 徴収課が納税課と名称変更された。

昭和53年４月１日 間税課が間税第１課と間税第２課に分割され、総務･管理・納税・

直税・間税第１・間税第２の６課制となった。

昭和54年４月１日 機構改革により、財務事務所単位に振興センターが設置され、所長

を熱海振興センター所長が兼務することとなった。

総務課職員が熱海振興センター兼務となった。

昭和57年４月１日 次長制が廃止され、副所長制となった。

昭和59年７月10日 熱海総合庁舎（熱海市水口町13-15）へ移転した。

昭和60年４月１日 参事（兼管理課長）制が新設された。

平成元年４月１日 所長が熱海振興センター副所長兼務となった。

副所長制が廃止された。

平成３年４月１日 機構改革により、振興センターが廃止されたことに伴い、専任の所長

となった。

平成４年４月１日 機構改革により、間税第１課と間税第２課が間税課に統合され、総務・

管理・納税・直税・間税の５課制となった。

平成５年４月１日 間税課に査察主幹（沼津財務事務所兼務先方在勤）が新設された。

平成７年４月１日 参事（兼管理課長）制が廃止された。次長（兼総務課長）制が新設さ

れた。

平成９年４月１日 総務係を除く各課の係が廃止されて、班（スタッフ）制となった。

管理課にあった自動車税の徴収部門が納税課納税班に統合された。

平成13年４月１日 機構改革により､総務課と管理課及び直税課と間税課が統合され、

管理課､納税課、課税課の３課体制になった。

管理課にあった自動車税班が納税課に移管された。

徴収統括監（兼納税課長）及び管理課に専門監が新設された。

平成17年４月１日 機構改革により､行政センターが廃止されたことに伴い、庁舎管理業

務等を所掌。

平成20年４月１日 機構改革により、熱海出納室が廃止されたことに伴い、庁舎の物品集

中調達事務及び公用車集中管理業務を行う東部出納室兼務職員が配
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置された。

平成22年４月１日 機構改革により､総務係が班制となり、納税第１班、納税第２班、課

税第１班、課税第２班が設置され、管理班も含めそれぞれに班長職が

置かれた。

納税課にあった自動車税班が課税課課税第２班に業務移管された。

平成26年１月１日 財務事務所の業務集約化により、県税事務の一部が基幹事務所に集約

されたことに伴い、総務班と管理班が統合され管理班に、課税第１班

と課税第２班が統合され課税班となった。

所内機構（課）の変遷

イ 所管区域の概要

所管区域は､熱海市及び伊東市の２市で､面積は約186ｋ㎡（県土の約2.4％）、県推計人口は令和

５年６月１日現在で95,781人（県人口の約2.7％）である。

当地域は､伊豆半島中央部を南北に走る天城、箱根連山の稜線から相模湾に向かって急勾配に

小河川が流下し、そこに開けた平坦地が分散する地形であり、沖合12ｋｍには周囲約４ｋｍの初島

（熱海市）がある。

熱海・伊東の両市は、富士箱根伊豆国立公園の中核に位置し、首都圏より新幹線を利用すれば

１時間から１時間半の距離という恵まれた立地条件と自然景観や温泉など豊かな観光資源を背景に、

国際観光温泉文化都市として発展している。

地域の産業は、ホテル、旅館等のサービス業や観光に関連した卸・小売業が中心であり､就業人口

も第３次産業が約85％を占めている。このほか､農林水産業では､果樹栽培と伊東、網代などの漁港

を基地とした沿岸漁業が行われている。

管 内 の 状 況

(注)面積は「令和５年全国都道府県市区町村別面積調」（国土交通省国土地理院）

人口、世帯数は「推計人口表（令和５年６月1日現在）」（静岡県知事直轄組織統計調査課）

産業は、「令和２年国勢調査産業・男女別国勢調査就業人口（15歳以上）」による。

昭43．４．１ 昭49．４．１ 昭53．４．１ 平４．４．１ 平13．４．１～

総 務 課 → → →
管 理 課

管 理 課 → → →

納 税 課
徴 収 課 納 税 課 → →

直 税 課 → → →

課 税 課
間 税 課 →

間税第１課
間 税 課

間税第２課

市 名 面積（ｋ㎡） 世帯数（戸） 人口（人）

熱 海 市 ６１．７７ １７，９２３ ３２，３５２

伊 東 市 １２４．０２ ３１，０９８ ６３，４２９

計 １８５．７９ ４９，０２１ ９５，７８１
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組 織 図
令和５年５月31日現在

所　　長

課長 (1)

次　　長 管 理 課 管 理 班 課長代理 1

（管理課長兼務） 班長 1

主査 3

主任 1

納税第１班 課長 (1)

徴収統括官 納 税 課 班長 2

（納税課長兼務） 納税第２班 主査 0

主任 4

主事 3

課税班 課長 1

班長 1

副班長 1

主幹 (1)

課 税 課 主査 １（3）

主任 1
（家屋評価班）(兼務)

主事 ４（5）

( )内は兼務職員の外数

職員数計 27人
（市町への派遣職員及び本務

でない兼務職員は除く）

（その他会計年度任用職員等）

職　　　名 人　数

会計年度任用職員(長期） 3

会計年度任用職員(短期） 0
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（２）県税の調定及び収入の状況

ア 令和４年度 （単位：千円、％）

調定額計は、前年度に比べ 205,458 千円、3.8％の増となり、収入額計は、前年度

に比べ 239,349 千円、4.7％の増となった。収入率は、前年度に比べ 0.8 ポイントの

増となっている。

現年課税分調定額計は、前年度に比べ 242,279 千円、4.7％の増。内訳は、個人県

民税が 9.5％増、自動車税種別割が 0.1％減、個人事業税が 3.4％減、不動産取得税が

8.5％減だった。主な増減理由は、個人県民税の所得増加による調定増、自動車離れ

等による自動車税種別割の課税台数の減少、個人事業税の事業所得減少並びに不動産

取得税の建築評価分及び承継分の減少による調定減である。

イ 令和５年度(令和５年５月 31 日現在) （単位：千円、％）

調定額計は、前年同期に比べ、46,288 千円、2.7％の減となり、収入額計は、前年

同期に比べ 96,738 千円、12.2％の減となった。収入率は、前年同期に比べ 4.6 ポイ

ントの減となっている。

現年課税分調定額計は、前年同期に比べ 2.3％の減。内訳は、個人県民税が 2.7％

増、自動車税種別割が 1.9％減、不動産取得税が 20.9％減等であった。主な増減理由

は、個人県民税の 5 月末時点での調定対象である令和３年分所得の増加、自動車離れ

等による自動車税種別割の課税台数の減少及び不動産取得税の建築評価分の減少で

ある。

（３）数値目標の設定による税収確保の取組

税収確保及び収入未済額の縮減を図るため、次のとおり数値目標を定め、その達成

に取り組んでいる。

（単位：百万円、％）

区 分 現年課税分 滞納繰越分 計 前年対比 収入率

調 定 額 5,347,600 248,443 5,596,043 103.8 －

収 入 額 5,288,976 78,429 5,367,405 104.7 95.9

区 分 現年課税分 滞納繰越分 計 前年対比 収入率

調 定 額 1,490,460 151,563 1,642,023 97.3 －

収 入 額 688,594 7,481 696,075 87.8 42.4

目標項目
４年度 ５年度

目標目標 実績 実績－目標 達成状況

税収見込額の確保 5,062 以上 5,367 305 達成 5,090 以上

自動車税

種別割

収入未済額 4 以下 4.5 0.5 未達 4 以下

収入率 99.5 以上 99.5 0.0P 達成 99.6 以上

個人

事業税

収入未済額 2 以下 1.7 △0.3 達成 2 以下

収入率 99.0 以上 98.9 △0.1P 未達 99.0 以上

個人

県民税

収入未済額 169 以下 160 △9 達成 150 以下

収入率 94.3 以上 95.3 1.0P 達成 94.9 以上
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別　表

人 99.2 

人 92.6 

件 91.7 

台 98.9 

（２）最近５年間の県税調定額・収入額の推移

（単位：千円、％）

調定 収入

30 5,860,512 92.3 102.1 104.0 

元 5,728,737 93.4 97.8 98.9 

2 5,415,290 94.0 94.5 95.2 

3 5,390,585 95.1 99.5 100.7 

4 5,596,043 95.9 103.8 104.7 

（１）納税義務者数等調

個 人 県 民 税 25,428 42,485 67,913 

個 人 事 業 税 372 737 1,109 

不 動 産 取 得 税 1,613 1,373 2,986 

自 動 車 税 種 別 割 － － 29,627 

〈注）　１　令和5年3月末現在。自動車税種別割は令和5年4月1日現在の課税台数。
　　　　２　不動産取得税は不動産所在地別の当初課税件数。

前年対比

5,408,775 

5,348,194 

5,091,691 

5,128,056 

5,367,405 

区分
単位 熱海市 伊東市 計 前年対比％

年度 調定額 収入額 収入率
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 (３)　令和４年度 県税税目別構成比

個人県民税
64.7%

個人事業税
2.9%

不動産取得税
11.3%

自動車税種別割
19.6%

滞納繰越分
1.5%

収入額
　5,367,405千円

3,473,448千円

158,418千円

604,631千円

1,052,479千円

78,429千円

個人県民税
63.0%

個人事業税
2.8%

不動産取得税
10.9%

自動車税種別割
18.8%

滞納繰越分
4.5%

調定額　
　5,596,043千円

3,525,336千円

158,839千円

609,545千円

1,053,880千円

248,443千円
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２ 課別の事務又は事業の目的、計画、実績（成果）及び評価・改善

（１）管理課関係

ア 総務関係

（ア）人事管理

令和５年５月 31 日現在の職員数は次のとおりである。

職員の配置に当たっては、効率的な事務処理を期するよう、各課の事務量及び職員

の経歴等を考慮して適材適所の配置に努めている。

また、時期的に集中する事務、重点的に執行する事務については、挙所体制で取り

組んでいる。

職員の資質の向上については、自治研修所の一般・専門研修や 税務研修、職場研修

等に積極的に参加させ、税務職員としての必要な知識と技術の習得に努めている。

(イ) 健康管理

定期健康診断のほか、人間ドック等、各種の検診や健康相談などを積極的に受診さ

せ、疾病の早期発見と健康・生活指導に努めるとともに、庁舎衛生委員会主催の事業

等へ積極的に参加させ、健康保持増進を図っている。

(ウ) 交通安全対策及び綱紀の保持

交通安全対策については、毎月の所内連絡会議、課内打合せ等を通じて安全意識

の向上に努めているほか、庁舎の交通安全研修等への参加､交通安全運動期間中の職員

への周知など、交通安全意識の高揚に努めている。

また、管内で開催される交通安全運動の諸行事にも積極的に参加している。

綱紀の保持については、機会あるごとに公務員としての自覚を促し、職場秩序の維

持を図るとともに、県税の公正な賦課・徴収が行われるよう、厳正に服務規律を遵守

させている。

(エ) 予算経理等

予算の執行に当たっては、予算の計上目的に従って、適正かつ効率的な運用と経費

の節減及び省資源、省エネルギーの推進に努めている。

また、物品管理については、常に良好な状態に保全し適正な維持管理に努めている。

(オ) 選挙事務

選挙事務の的確な執行のため、東部明るい選挙推進協議会事業の実務研修等に参加

するなど、職員の資質向上に努めている。

なお、第 26回参議院議員通常選挙（令和４年７月 10 日）及び第 31 回県議会議員選

挙（令和５年４月９日）においては、「広報車による投票の呼びかけ」などの啓発事業

を実施した。

(カ) 防災対策

地震防災・災害対策及び防火管理については、「静岡県地震災害警戒本部及び災害対

策本部にかかる要員動員計画」及び「静岡県熱海総合庁舎消防計画」に基づき、職員

所長 １ 次長 １ 徴収統括官 １

課長 １ 課長代理 １ 班長 ４

副班長 １ 主査 ４ 主任 ６

主事 ７ ― ― ― ―

計 27 （市町への派遣職員、会計年度任用職員は含まない。）
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の連絡系統図を明示して、迅速かつ適切に対処できるよう万全を期している。

（キ）総合庁舎の維持・管理

熱海総合庁舎の良好な執務環境の維持と効率的な庁舎管理に努めている。

なお、庁舎の災害対策については、「熱海総合庁舎自衛消防隊要綱」に基づき、熱海

総合庁舎自衛消防隊を編成し、避難及び消火訓練を実施している。

◎ 熱海総合庁舎の概要 （令和５年５月 31 日現在）

（ク）総合庁舎文書収発事務の集中管理

熱海総合庁舎における郵便物の収発事務を効率的に行うため、郵便物の集中管理を

実施している。

（ケ）総合庁舎衛生委員会の運営

職員の安全の確保と健康保持を図るために、各所属の職場環境の巡視や講演会、講

習会を開催している。

（コ）情報公開の推進

県民参加による開かれた県政を推進するため、情報公開案内窓口及び展示・行政資

料コーナーを設置し、県民への県政情報提供の拡充に努めている。

（サ）総合庁舎の物品集中調達及び公用車集中管理（東部出納室）

熱海総合庁舎における事務処理の効率化と公用車の利用効率の向上を図るため、

東部出納室兼務職員が、備品、消耗品、印刷物等の物品の集中調達及び公用車の集中

管理を実施している。

イ 管理関係

(ア) 管理事務

県税徴収金等の債権管理事務の執行に当たっては、管理事務処理要領に基づき、県

税システムの円滑な運用を図り、関係各課及び金融機関との連絡を密にして、迅速か

つ正確な事務処理に努めている。

また、決算事務については、月次決算を実施して正確に処理している。

(イ) 個人県民税

令和４年度の現年分調定額は、3,525,336 千円で、前年度に比べ 9.5％(305,309 千円)

の増となった。

また､令和５年度の年５月 31日現在の現年分調定額は 333,028 千円で、前年同期に

比べ 2.7％(8,648 千円)の増となっている。

なお、賦課徴収事務は熱海・伊東両市が個人市民税の賦課徴収と併せて行っている

敷 地 面 積 4,303.77 ㎡

建 物 庁舎棟 鉄筋コンクリート地上５階、地下１階 4,809.22 ㎡

付属棟 鉄筋コンクリート２階建 793.37㎡

完 成 年 月 昭和 59 年７月

入 居 の 状 況 １階 熱海健康福祉センター、熱海食品衛生協会

２階 会議室、行政資料コーナー、熱海市ふるさとﾊﾛｰﾜｰｸ

３階 熱海財務事務所、スルガ銀行熱海支店派出所

４階 熱海土木事務所
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ため、両市との連絡を密にして適正かつ円滑な事務処理に努めている。

（ウ）税務研修

「静岡県税務研修実施要綱」に基づき計画的に実施している。東部４所合同で実施し

ている職場研修、税務課主催の専門研修等に職員を積極的に参加させることにより、

税務事務に必要な専門的知識及び事務処理能力を早期に修得させ、円滑かつ適正に税

務事務を執行できるよう努めている。

（エ）税務広報

「税務広報事務実施要綱」に基づき年間計画を立て、積極的な広報活動を行い、納

税意識の高揚を図るとともに、新聞、コミュニティＦＭ、市広報、納税だより等の地

元の広報媒体を通じ、納期内納付の啓発等に努めている。

また、熱海税務署管内租税教育推進協議会が行う次代を担う児童、生徒を対象にし

た租税教室を重要広報として位置付け、児童が理解しやすいように、パワーポイント

を利用した独自教材を作成し、積極的に取り組んでいる。

さらに、税制改正等の内容について、納税者の理解と協力を得られるよう機会ある

ごとに効果的な広報に努めている。

（オ）関係機関との連絡協調

当地区では、県及び市相互間の税務行政の協力体制強化と、税務関係職員の能力向

上等を目的として、昭和 37 年に「熱海伊東地方税務研究会」が県及び熱海・伊東両市

により設置された。平成 20年度には、喫緊の課題である個人住民税の収入率向上と収

入未済額縮減のため「熱海伊東地区個人住民税対策協議会」を設置するとともに、平

成 22 年度からは同協議会に「特別徴収義務者指定促進部会」を設け、県・市が協力し

て特別徴収義務者の指定促進活動や広報活動に取り組んだ。また、平成 24 年度から、

当所の徴収統括官をリーダーとする「徴収対策検討部会」を設置し、地方税法第 48

条による直接徴収の実施など、県・市が協力して収入率の向上及び収入未済額の縮減

に向けた方策の検討を行った。

更に、平成 25 年度からは、税務課が「県職員短期派遣事業」を開始し、その後、令

和３年度から伊東市（令和４年度限りで派遣終了）、令和４年度から熱海市（派遣中）

についてそれぞれ税務課から引き継いで当所が職員の派遣を行っている。

平成 30年度からは、「静岡県個人住民税徴収対策本部会議」の推進組織として、「 同

熱海伊東地区部会」を設置し、令和２年度個人市民税全国順位 10 位以内を目標に、県、

市が一体となって、収入率の向上のための進行管理などの取り組みを始めた。

なお、「県職員短期派遣事業」及び「静岡県個人住民税徴収対策本部会議」による取

組みの拡大に伴い、令和２年度限りで地方税法第 48 条に基づく直接徴収を終了し、令

和４年度から「熱海伊東地区個人住民税対策協議会」を随時開催化している。

また、税務署が主催し、国・県・市の３機関で構成する「熱海伊東税務推進協議会」

に参画し、三税相互の連絡協調にも努めている。

（２） 納税課関係

ア 自主納税の促進

自主納税の促進のため、課税課との連絡を密にしながら、納税相談や納税指導など
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納税者と接するあらゆる機会を通じて、自主納税の啓発、促進に努めている。

また、個人事業税については、口座振替納税を勧奨することにより納期内納付の促

進と併せて、別途自主納税意識の向上を図っている。

イ 滞納整理の効率的推進

税負担の公平を期するため、国税徴収法をはじめ各種徴収関係法令、静岡県徴収事

務処理要領及び事務執行方針等の諸規定に基づき、滞納者に対して厳正な滞納整理を

行っている。

また、納税第１班が自動車税を、それ以外の税目と高額滞納（100 万円以上）案件

を納税第２班がそれぞれ担当することで滞納整理の機能分担を図り、効率的かつ効果

的な滞納整理を推進している。

なお、本県は毎年 11 月から翌年２月までの間を「自動車税種別割滞納整理強化期間」

に指定しており、この期間には差押件数などの目標を別途定め滞納処分などを重点的

に推進している。

ウ 高額滞納（100 万円以上）の処理

当所は本県最東部の財務事務所であることから、本店所在地が首都圏の法人の高額

滞納（100 万以上）が発生しやすく、これが全体の滞納額を押し上げている。

こういった高額滞納の解消を図るため、収納率向上対策として、毎月担当者と徴収

統括官が高額滞納者の状況を分析し、所長及び次長を含めた高額滞納検討会を開催し、

今後の処理方針を検討のうえ、適切な滞納処分又は執行停止を推進している。

また高額課税案件は、課税課との連携を密にし、県税システムに滞納データが作成

される前に納税相談を行うなどの方法により、高額滞納発生防止に努めている。

エ 静岡地方税滞納整理機構の活用

市との連携を密にし、同機構への移管に係る事務を適切に執行するとともに、同機

構が主催する研修へ積極的に参加し徴収力の向上を図っている。

オ 個人県民税（個人住民税）の短期派遣

同税の賦課徴収は市が行っており、税収確保のため徴収対策強化の一環として、令

和２年度まで地方税法第 48 条に基づき県が直接徴収を実施していたが、令和３年度か

らはそれに代わるものとして、市と協定書を交わし、地方公務員法第 17 条に基づく身

分併任により市の徴収支援を実施する短期派遣事業を実施している。

また、毎年 11 月、12 月を「滞納整理強化月間」と位置づけ、より具体的な目標を

設定して収入未済額の縮減に取り組んでいる。

◎短期派遣状況 （令和４年度）

派遣市名 派遣期間 派遣人数 従事日数(協定書) 従事日数(実績)

熱海市
令和４年６月１日から

令和５年３月 31 日まで
２名

１名は月１日程度 15 日

１名は随時 なし

伊東市
令和４年６月１日から

令和５年３月 31 日まで
２名 随時

１名は１日

1 名はなし
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（３）課税課関係

ア 個人事業税

令和４年度の調定額は、158,839 千円で、前年度に比べ 3.4％(5,563 千円)の減とな

った。これは、事業所得が減少したことによるものである。

事務の執行に当たっては、税務署と連絡を密にし、正確な課税資料の把握と適正な

課税に努めている。

イ 不動産取得税

令和４年度の調定額は、609,544 千円で、前年度に比べ 8.5％（56,304 千円）の減

となった。これは、主に承継分の調定額が前年度より減少したことによるものである。

令和５年度の５月31日現在の調定額は、86,914千円で、前年度に比べ20.9％（23,029

千円）の減となっている。これは、主に建築評価分の減少によるものである。

事務の執行に当たっては、市・法務局と密接な連携を保ちながら、課税資料の早期

把握と正確な事務処理を図り、適正な課税に努めている。

ウ 自動車税種別割

令和４年度の調定額は、1,053,880 千円で、前年度に比べ 0.2％(1,164 千円)の減

となった。これは､普通自動車から軽自動車へのシフト化や車離れ傾向等により、課税

台数が減少したことによるものである。

令和５年度の５月 31 日現在の調定額は、1,070,518 千円で、前年同期に比べ 1.9％

(20,521 千円)の減となっている。これは、前年同様に課税台数が減少していることに

よるものである。

事務の執行に当たっては、定期課税の迅速かつ適正な処理に努めるとともに、納期

内納付率の向上を図るため、利便性が高いコンビニエンスストア収納、クレジット収

納及びスマートフォン決済アプリ収納の周知など、積極的な広報活動に努めている。

◎ 自動車税種別割納期内納付広報の実施状況

年 度 広報実施内容

5

土木事務所の管轄する電光掲示板への掲示、コミュニティＦＭのスポットＣ

Ｍ、熱海新聞・伊豆新聞２紙（下田財務事務所との共同広報）・市やＪＡの広

報誌への広告掲載、自動車関連企業・自治体・病院等へのポスター配布、大型

商業施設での街頭広報により納期内納付の啓発に努めた。
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様式第１号－４

事 業 の 根 拠 法 令 調

（※）「法」は地方税法、「条例」は静岡県税賦課徴収条例、「規則」は静岡県税賦課徴

収規則を、それぞれ示す。

事 業 名 根 拠 法 令

県税賦課徴収事務

管理課関係

税 務 出 納 員

税 務 研 修

税 務 広 報

個 人 県 民 税

もりづくり県民税

納税課関係

滞 納 処 分

質 問 検 査 権

捜 索

公 売

納 税 貯 蓄 組 合

課税課関係

事 業 税

不 動 産 取 得 税

自動車税（種別割）

庁舎の管理運営

物品集中調達

公用車集中管理

静岡県財務規則(第 72 条第１項第５号)

静岡県税務研修実施要綱

税務広報事務実施要綱

法(第 23 条～)、条例、規則

静岡県もりづくり県民税条例

法（第 72 条の 68、第 73 条の 36、第 177 条の 21 外）

国税徴収法（第 141 条）

国税徴収法（第 142 条外）

国税徴収法（第 94条外）

納税貯蓄組合法（第２条）

法（第 72 条～）、条例、規則

法（第 73 条～）、条例、規則

法(第 145 条～)、条例、規則

静岡県財産規則、行政財産の使用料条例

静岡県物品調達事務等特別会計設置条例、静岡県財産

規則

静岡県県有自動車管理規程
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（令和５年５月3１日現在）

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

1 所長（事） 長谷川　達哉 所総括 □□□ □年□月

2 次長（事） 森井　徹 所総括補佐 □□□ □年□月

3 徴収統括官（事） 佐野　晴也 徴収総括 □□□ □年□月

管理課

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

次長兼
管理課長（事） 森井　徹 課総括 （再掲）

4 課長代理（事） 新谷　崇
税務広報、税収、
個人県民税調定 □□□ □年□月

管理課　管理班

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

5 班長（事） 影山　智子 班総括 □□□ □年□月

6 主査（事） 鈴木　治
庶務会計、
出納室業務 □□□ □年□月

7 主査（事） 佐藤　洋子 庁舎管理 □□□ □年□月

8 主査（事） 漆畑　旭
庶務会計、
出納室業務 □□□ □年□月

9 主任（事） 庄田　昌弘
収納管理
（自動車税を除く） □□□ □年□月

納税課

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

徴収統括官兼
納税課長（事） 佐野　晴也 課総括 （再掲）

納税課　納税第１班

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

10 班長（事） 佐々木　範枝 班総括、滞納整理 □□□ □年□月

11 主任（事） 杉村　行弘 滞納整理 □□□ □年□月

12 主事 渡辺　勇旭 滞納整理 □□□ □年□月

13 主事 戸田　奈緒 滞納整理 □□□ □年□月

納税課　納税第２班

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

14 班長（事） 平井　玲子 班総括、滞納整理 □□□ □年□月

15 主任（事） 山本　教雄 滞納整理 □□□ □年□月

16 主任（事） 露木　正樹 滞納整理 □□□ □年□月

17 主任（事） 向笠　純美 滞納整理 □□□ □年□月

18 主事 松尾　恵麗奈 滞納整理 □□□ □年□月

職　　員　　調
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課税課

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

19 課長（事） 土屋　智昭 課総括 □□□ □年□月

課税課　課税班

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

20 班長（事） 高木　正博 班総括、自動車税 □□□ □年□月

21 副班長（事） 渡邉　尚
班総括補佐、
不動産取得税承継 □□□ □年□月

22 主査（事） 山田　秀幸 不動産取得税承継 □□□ □年□月

23 主任（事） 原田　直彰 不動産取得税承継 □□□ □年□月

24 主事 吉田　まり那 自動車税賦課 □□□ □年□月

25 主事 宗野　祐介 個人事業税賦課 □□□ □年□月

26 主事 増田　百花 自動車税賦課 □□□ □年□月

27 主事 竹谷　一輝 自動車税賦課 □□□ □年□月

税務主幹（兼）（事） 渡邊　祐三子 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主査（兼）（事） 前川　雅実 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主査（兼）（事） 山田　良太 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主査（兼）（事） 和知　友美 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主事（兼） 齋藤　清高 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主事（兼） 宮野川　綾夏 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主事（兼） 原　太郎 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主事（兼） 松岡　彩実 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

主事（兼） 天野　佳代 不動産取得税評価 □□□ □年□月 沼津財務兼務先方在勤

１年９月

会計年度任用職員

整理
番号 職　名 氏　　名 事務分担 住　所 勤務年数 摘　　要

会計年度任用職員 貝塚　佐智子
文書事務、印刷、
集計等一般事務 □□□ □年□月 管理課

会計年度任用職員 森田　久美
県税の賦課徴収に
係る内部事務 □□□ □年□月 納税課

会計年度任用職員 木村　啓
県税の賦課徴収に
係る内部事務 □□□ □年□月 納税課

平均年数　　　　
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職員の年齢調

（令和５年５月31日現在）

（注）１ 本庁は４月１日現在で調製する。

２ 市町等への派遣職員、臨時職員、会計年度任用職員、先方在勤の兼務職員及び本

務所属以外の併任職員は除く（様式第２号で整理番号を付した職員数と一致す

る。）。

３ 再任用職員がいる場合は、その旨を「摘要」欄に記載する。

４ 本様式は別冊とする。

年 齢 人 員 摘 要

２０歳未満 ０ 人

２０歳以上３０歳未満 ７

３０歳以上４O 歳未満 １

４０歳以上５０歳未満 ２

５０歳以上５６歳未満 ７

５６歳以上６１歳未満 ７ 再任用職員２名

６１歳以上 ３ 再任用職員３名

計 27 平均年齢 46.9歳
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１　前年度受診状況

（1） 未受診の理由

受診者数 27 人

職 員 数 27 人

１００．０ ％

１００．０ ％

（注）
１　前年度末日現在在籍している職員について記載。
２　受診率算定に当たっては、休職・特休中、育休・産休・妊娠中、治療中及び
　　海外派遣中等の職員は、算定の対象から除く。

２　今年度在籍者の健康管理区分結果

（1）

Ａ
0

(0)
人

Ｂ１ 要　治　療
0

(0)
人

Ｂ２ 要経過観察
0

(0)
人

4 人 （2） 未区分の理由

(4) ア　産休・育休 0人

Ｃ２ 要経過観察
0

(0)
人 イ　新規採用 1人

7 人

(7)

8 人 エ　その他 0人

(8) 

7 人

(7)

区 分 者 計 26 人

未区分者数 1 人

合 計 27 人

（注）

健　康　管　理

区　　　分 内　　　　　容

　　未受診者なし

受　 診　 率

県平均受診率

健 康 管 理 区 分 人　数
管理区分Ａ～Ｃ２該当
者に対する措置状況

休養のため必要な期間、勤務を休止させる。

C 時間外・休日勤務、遠方出
　張等を制限

１　健康管理区分結果は、調書調整日現在在籍している職員（様式第２号－２の記載
　対象者と同じ。）について記載。

２　本年度の健康管理区分結果が出ていない職員については、前年度の結果を記載し、
　（　）書きで再掲。

３　前年度に市町等に派遣されていた職員等は、派遣先等の健康診断結果等に基づき、
　該当箇所に記載。

受 診 状 況

勤務時間を短縮し、時間外、休日、宿日直勤
務及び長期又は遠方への出張をさける。ま
た、必要に応じ勤務場所、勤務内容の変更を
行う。

Ｃ１ 勤務をほぼ平常に行ってよいが症状によって
は、時間外、休日、宿日直勤務及び長期又は
遠方への出張等勤務に制限を加える必要があ
る。

要　治　療

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要　治　療
ウ　自己都合に
　　よる未受診 0人

Ｄ２ 要経過観察

Ｄ３ 医療不要

-16-



様式第３号

職 員 配 置 調

（令和５年５月31日現在）

(注)１ 本表は、本庁においては課別に、出先機関においては課、支所等の別に調製する。

２ 「所在地」・「担当区域」の項は支所等のみについて記載し、担当区域が多数ある

場合は、その代表地名外何々と記載する。

３ 部局長（本庁）または所長（出先機関等）は、行政組織規則に定める筆頭課に入

れる。

４ 市町等への派遣職員は除くこと。また、先方在勤の事務職員及び本務所属以外の

併任職員は（ ）内に外書きにより記載する。(実数が様式第 2 号で整理番号を

付した職員数と一致する。

５ 警察本部のかいについては、特定様式警察本部９とする。

６ 県立学校にあっては、本様式によらず、特定様式教育委員会１で調製する。

区 分 管理課 納税課 課税課 計

所 在 地

担 当 区 域

配

置

職

員

職 員 ( 事 ) ７ ７
８

（９）

22

（９）

職 員 ( 技 )

再任用職員（事） １ ３ １ ５

再任用職員（技）

計 ８ 10
９

（９）

27

（９）

会計年度任用職員 １ ２ ３

臨 時 的 任 用 職 員

計 １ ２ ３

合計 ９ 12
９

（９）

30

（９）
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経営管理部　２

調     定    額 収  入  済  額

左    の    内    訳

      不   納      収入未済額

A B      (=C+D)   納  期  内　  C    納  期  後 　D   欠損額   E F　(=A-(B-K)-E)

円 円 円 円 円 円

　県　　　税 5,596,042,912 5,367,404,968 5,074,574,484 292,830,484 18,077,447 210,560,497

現年課税分 5,347,599,634 5,288,976,267 5,074,574,484 214,401,783 204,281 58,419,086

滞納繰越分 248,443,278 78,428,701 0 78,428,701 17,873,166 152,141,411

　個人県民税 3,721,122,624 3,545,012,027 3,473,448,134 71,563,893 16,343,612 159,766,985

現年課税分 3,525,336,034 3,473,448,134 3,473,448,134 0 204,281 51,683,619

滞納繰越分 195,786,590 71,563,893 0 71,563,893 16,139,331 108,083,366

　個人事業税 160,469,418 158,709,875 144,041,100 14,668,775 79,100 1,680,443

現年課税分 158,839,000 158,418,375 144,041,100 14,377,275 0 420,625

滞納繰越分 1,630,418 291,500 0 291,500 79,100 1,259,818

　不動産取得税 655,368,734 610,142,301 520,460,200 89,682,101 632,448 44,593,985

現年課税分 609,544,300 604,630,963 520,460,200 84,170,763 0 4,913,337

滞納繰越分 45,824,434 5,511,338 0 5,511,338 632,448 39,680,648

　自動車税種別割 1,059,082,136 1,053,540,765 936,625,050 116,915,715 1,022,287 4,519,084

現年課税分 1,053,880,300 1,052,478,795 936,625,050 115,853,745 0 1,401,505

滞納繰越分 5,201,836 1,061,970 0 1,061,970 1,022,287 3,117,579

（注）１　本表は、財務事務所において調製する。

　　　２　「収入未済額の実未済額」欄には、納期限未到来のもの、執行停止中のもの及び徴収猶予中のもの以外のものの合計額を計上する。

　　　３　自動車税種別割の証紙徴収分は、同欄上段へ（　）書きにより再掲する。

　　　４　「収入率の県計」及び「納期内収入率の県計」は、税制所管課が集計した全所共通の数値とする。

県　　税　　収　　納

区　　　　分
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(令和４年度）

左  　　の 　　 内 　　 訳

納期限未
到来 G

 執行停止中 
H

徴収猶予中 
I

実未済額 J
管　内
B/A

県　計
管　内
C/A

県　計 収入率
納期内
収入率

円 円 円 円 円 % % % % % % % %

0 28,600,640 347,800 181,612,057 0 95.9 99.2 - - 95.1 - 96.7 -

0 80,800 81,200 58,257,086 0 98.9 99.7 94.9 94.9 98.5 94.3 98.9 94.9 

0 28,519,840 266,600 123,354,971 0 31.6 35.2 - - 35.8 - 38.9 -

0 0 0 159,766,985 0 95.3 97.2 - - 94.0 - 95.7 -

0 0 0 51,683,619 0 98.5 99.0 98.5 99.0 98.0 98.0 98.5 98.5 

0 0 0 108,083,366 0 36.6 35.4 - - 32.6 - 39.8 -

0 0 0 1,680,443 0 98.9 97.7 - - 99.0 - 99.0 -

0 0 0 420,625 0 99.7 98.7 90.7 91.1 99.1 87.3 99.7 90.7 

0 0 0 1,259,818 0 17.9 48.3 - - 85.1 - 18.8 -

0 26,066,417 347,800 18,179,768 0 93.1 97.8 - - 93.4 - 97.1 -

0 0 81,200 4,832,137 0 99.2 98.7 85.4 93.5 98.0 87.4 99.2 85.4 

0 26,066,417 266,600 13,347,631 0 12.0 26.0 - - 45.3 - 29.2 -

0 2,534,223 0 1,984,861 0 99.5 99.4 - - 99.4 - 99.8 -

0 80,800 0 1,320,705 0 99.9 99.8 88.9 89.7 99.8 88.4 99.9 88.9 

0 2,453,423 0 664,156 0 20.4 32.2 - - 35.2 - 61.5 -

　　　２　「収入未済額の実未済額」欄には、納期限未到来のもの、執行停止中のもの及び徴収猶予中のもの以外のものの合計額を計上する。

状　　況　　調

収　入　率 納期内収入率  前 年 同 期

B/{A-(E+G+H+I)}

C/{A-(E+G+H+I)}

還付未済
額 Ｋ

実納期内
収入率(右）

実収入率(左）
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経営管理部　２

調     定    額 収  入  済  額 左    の    内    訳       不   納      収入未済額

A B      (=C+D)   納  期  内　  C    納  期  後 　D   欠損額   E F　(=A-(B-K)-E)

円 円 円 円 円 円

　県　　　税 1,642,022,847 696,075,314 687,087,900 8,987,414 138,276 945,831,957

現年課税分 1,490,459,500 688,594,300 687,087,900 1,506,400 0 801,887,900

滞納繰越分 151,563,347 7,481,014 0 7,481,014 138,276 143,944,057

　個人県民税 440,533,502 34,765,784 27,733,400 7,032,384 0 405,767,718

現年課税分 333,028,200 27,733,400 27,733,400 0 0 305,294,800

滞納繰越分 107,505,302 7,032,384 0 7,032,384 0 100,472,918

　個人事業税 1,259,818 65,600 0 65,600 55,200 1,139,018

現年課税分 0 0 0 0 0 0

滞納繰越分 1,259,818 65,600 0 65,600 55,200 1,139,018

　不動産取得税 126,594,448 69,207,262 67,380,700 1,826,562 0 57,409,886

現年課税分 86,913,800 68,887,100 67,380,700 1,506,400 0 18,049,400

滞納繰越分 39,680,648 320,162 0 320,162 0 39,360,486

　自動車税種別割 1,073,635,079 592,036,668 591,973,800 62,868 83,076 481,515,335

現年課税分 1,070,517,500 591,973,800 591,973,800 0 0 478,543,700

滞納繰越分 3,117,579 62,868 0 62,868 83,076 2,971,635

（注）１　本表は、財務事務所において調製する。

　　　２　「収入未済額の実未済額」欄には、納期限未到来のもの、執行停止中のもの及び徴収猶予中のもの以外のものの合計額を計上する。

　　　３　自動車税種別割の証紙徴収分は、同欄上段へ（　）書きにより再掲する。

　　　４　「収入率の県計」及び「納期内収入率の県計」は、税制所管課が集計した全所共通の数値とする。

県　　税　　収　　納

区　　　　分

-20-



(令和５年度）
(令和５年５月31日現在)

左  　　の 　　 内 　　 訳

納期限未到来 G  執行停止中 H 徴収猶予中 I 実未済額 J
管　内
B/A

県　計
管　内
C/A

県　計 収入率

円 円 円 円 円 % % % % % % % %

2,718,100 28,436,764 530,500 914,146,593 22,700 42.4 49.9 - - 47.0 - 43.2 -

2,718,100 0 263,900 798,905,900 22,700 46.2 50.5 46.1 49.9 51.3 51.3 46.3 46.2 

0 28,436,764 266,600 115,240,693 0 4.9 5.7 - - 5.9 - 6.1 -

0 0 0 405,767,718 0 7.9 5.8 - - 7.4 - 7.9 -

0 0 0 305,294,800 0 8.3 5.7 8.3 5.7 7.3 7.3 8.3 8.3 

0 0 0 100,472,918 0 6.5 6.1 - - 7.6 - 6.5 -

0 0 0 1,139,018 0 5.2 32.4 - - 0.0 - 5.5 -

0 0 0 0 0 0.0 49.3 0.0 49.2 0.0 0.0 0.0 0.0 

0 0 0 1,139,018 0 5.2 6.0 - - 0.0 - 5.5 -

61,500 26,066,417 530,500 30,751,469 22,700 54.7 60.7 - - 45.3 - 69.3 -

61,500 0 263,900 17,724,000 22,700 79.3 62.7 77.5 61.6 58.8 57.6 79.6 77.8 

0 26,066,417 266,600 13,027,469 0 0.8 2.0 - - 0.2 - 2.4 -

2,656,600 2,370,347 0 476,488,388 0 55.1 55.4 - - 63.5 - 55.4 -

2,656,600 0 0 475,887,100 0 55.3 55.6 55.3 55.6 63.7 63.7 55.4 55.4 

0 2,370,347 0 601,288 0 2.0 4.0 - - 1.8 - 9.5 -

　　　２　「収入未済額の実未済額」欄には、納期限未到来のもの、執行停止中のもの及び徴収猶予中のもの以外のものの合計額を計上する。

状　　況　　調

収　入　率 納期内収入率  前 年 同 期 B/{A-(E+G+H+I)}

C/{A-(E+G+H+I)}

還付未済額 Ｋ

実納期内
収入率(右）

実収入率(左）

納期内
収入率
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率 率

％ ％

Ａ △ 4.2 △ 3.3

納 期 内 ｖ △ 3.4 △ 3.4

納 期 後 △ 9.1 1.8

内徴収猶予期間
中に納付された額 (ｗ) △ 91.8 △ 100.0

小　計 Ｂ △ 4.2 △ 2.9

Ｃ △ 53.1 △ 100.0

収 納期限未到来 x － －

入 執行停止中 y 24.5 △ 58.7

未 徴収猶予中 z △ 52.6 △ 89.0

済 実 未 済 額 △ 24.5 △ 57.4

額 小　　計 Ｄ △ 3.5 △ 58.8

県計 0.1 3.6

当年度
（全体）

対前年
増減率

当所 97.2％ 0.5Ｐ

県計 99.7％ 0.0Ｐ

当所 98.8％ 0.4Ｐ

県計 99.8％ 0.0Ｐ

当所 △ 0.1Ｐ

県計 0.5Ｐ

(注) 1　本表は、税制所管課、財務事務所において調製する。

2  調定額は、個人県民税、県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、地方消費税、県たばこ税、

3　(w)は「県税納期内納付に関する調」と併せて配信される「徴収猶予中の収入」を記入する。

4　前年度、前々年度欄は、収入率、実収入率は全体分を、実質納期内収入率は現年分を前年度分のみ記入する

　こととし、財務事務所においては、監査実施年度分について記載する表には記入を要しない。

経営管理部３

実 収 入 額 及 び 実 収 入 未 済 額 等 の 状 況
（令和４年度）

（令和５年５月31日現在）

対  前  年  増  減 左  の   う   ち  対  前  年  増  減

金        額 現年度分金額 金        額

千円 千円

 調    定    額    1,874,920 △ 83,135 1,822,264 △ 63,030

1,601,126 △ 57,165 1,601,126 △ 57,164

221,267 △ 22,140 214,402 3,788

(468) (△ 5,268) (0) (△ 57)

1,822,393 △ 79,305 1,815,528 △ 53,376

 不 納 欠 損 額  1,734 △ 1,963 0 △ 26

0 0 0 0

28,601 5,624 81 △ 115

348 △ 386 81 △ 653

21,845 △ 7,104 6,573 △ 8,860

50,794 △ 1,866 6,735 △ 9,628

実 未 済 額 479,318 344 322,196 11,130

対前年
増減率

当年度
（現年）

前年度 前々年度

 収 入 率  ％ 0.1Ｐ 99.6％ 97.1％ 95.7％

(Ｂ／Ａ ) 0.0Ｐ 99.8％ 99.7％ 97.3％

実 収 入 率　％ 0.3Ｐ 99.6％ 98.5％ 97.6％

Ｂ／（Ａ-Ｃ-x-y-z) 0.0Ｐ 99.9％ 99.8％ 99.8％

実質納期内収入率  87.9％ 88.0％

v+(w)／（Ａ-Ｃ-x-y-z) 96.2％ 95.7％

　自動車税種別割（証紙徴収分）、狩猟税、固定資産税、核燃料税、自動車税環境性能割を除いた額である。

区         分 金        額

収
入
済
額
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率 率

％ ％

Ａ △ 2.9 △ 3.6

納 期 内 ｖ △ 13.0 △ 13.0

納 期 後 35.5 13.2

内徴収猶予期間
中に納付された額 (ｗ) △ 100.0 －

小　計 Ｂ △ 12.9 △ 13.0

Ｃ 皆増 －

収 納期限未到来 x 49.8 49.8

入 執行停止中 y 24.5 －

未 徴収猶予中 z 皆増 皆増

済 実 未 済 額 12.2 12.2

額 小　　計 Ｄ 13.0 12.4

県計 18.1 18.1

当年度
（全体）

対前年
増減率

当所 55.0％

県計 48.5％

当所 56.5％

県計 49.2％

当所

県計

(注) 1　本表は、税制所管課、財務事務所において調製する。

2  調定額は、個人県民税、県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、地方消費税、県たばこ税、

3　(w)は「県税納期内納付に関する調」と併せて配信される「徴収猶予中の収入」を記入する。

4　前年度、前々年度欄は、収入率、実収入率は全体分を、実質納期内収入率は現年分を前年度分のみ記入する

　こととし、財務事務所においては、監査実施年度分について記載する表には記入を要しない。

経営管理部３

実 収 入 額 及 び 実 収 入 未 済 額 等 の 状 況
（令和５年度）

（令和５年５月31日現在）

対  前  年  増  減 左  の   う   ち  対  前  年  増  減

金        額 現年度分金額 金        額

千円 千円

 調    定    額    1,201,489 △ 35,791 1,157,431 △ 43,552

659,355 △ 98,634 659,355 △ 98,634

1,955 512 1,506 176

(0) (△ 52) (0) (0)

661,310 △ 98,122 660,861 △ 98,458

 不 納 欠 損 額  138 138 0 0

2,718 903 2,718 903

28,437 5,597 0 0

531 531 264 264

508,379 55,164 493,611 53,740

540,065 62,195 496,593 54,907

実 未 済 額 62,216,129 9,543,684 62,049,879 9,528,294

対前年
増減率

当年度
（現年）

前年度 前々年度

 収 入 率  ％ 57.1％

(Ｂ／Ａ ) 48.6％

実 収 入 率　％ 57.2％

Ｂ／（Ａ-Ｃ-x-y-z) 49.3％

実質納期内収入率  57.1％

v+(w)／（Ａ-Ｃ-x-y-z) 48.4％

　自動車税種別割（証紙徴収分）、狩猟税、固定資産税、核燃料税、自動車税環境性能割を除いた額である。

区         分 金        額

収
入
済
額
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（余白）
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ﾘ

利
用

率
E
／

B

納
期

内
収

入
率

B
/
A

納
期

内
収

入
率

(
県

計
)
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経営管理部　５

（単位：円、件）

（注）1 　本表は、財務事務所において調製する。

　　　2 　直接税のうち狩猟税を除く。

　　　3 「当初調定額」欄には、定期及び随時分の合計額を記載する。

　　　4 　件数は、１納税通知書を１件（法人県民税等申告納付のものについては、１申告につき１件）とする。

　　　5 「誤謬発見によるもの」欄には、当該事務所で発見したものを記載する。

　　　6 「その他」欄には、審査請求による減額更正及び誤謬発見による減額更正以外の減額を記載する。

（令和４年度）

 　　　　　　　  　       税　　目
　　区　　分

個人県民税 個人事業税 不動産取得税 自動車税種別割 計

当初
調定額

税　　　額 3,546,803,283 159,026,000 621,870,700 1,210,404,500 5,538,104,483

税　　　額

件　　　数

税　　　額

件　　　数

全額減額(更正)

件　　　数

減額(更正)

差引調定額

件　　　数

減額(更正)

件　　　数

 その他 減      額 21,467,249 187,000 12,326,400 156,524,200 190,504,849

 減額分計 21,467,249 187,000 12,326,400 156,524,200 190,504,849

 差引
調定額

税　　　額 3,525,336,034 158,839,000 609,544,300 1,053,880,300 5,347,599,634

県税（直接税）調定状況調

審査
請求額

棄却
(却下)

減額
(更正)
処理

一部修正
(更正)

 誤謬発見に
よるもの

 
同
上
の
処
理
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経営管理部　５

（令和５年５月31日現在）（単位：円、件）

（注）1 　本表は、財務事務所において調製する。

　　　2 　直接税のうち狩猟税を除く。

　　　3 「当初調定額」欄には、定期及び随時分の合計額を記載する。

　　　4 　件数は、１納税通知書を１件（法人県民税等申告納付のものについては、１申告につき１件）とする。

　　　5 「誤謬発見によるもの」欄には、当該事務所で発見したものを記載する。

　　　6 「その他」欄には、審査請求による減額更正及び誤謬発見による減額更正以外の減額を記載する。

（令和５年度）

 　　　　　　　  　       税　　目
　　区　　分

個人県民税 個人事業税 不動産取得税 自動車税種別割 計

当初
調定額

税　　　額 348,448,100 0 86,913,800 1,187,331,100 1,622,693,000

税　　　額

件　　　数

税　　　額

件　　　数

全額減額(更正)

件　　　数

減額(更正)

差引調定額

件　　　数

減額(更正)

件　　　数

 その他 減      額 15,419,900 0 0 116,813,600 132,233,500

 減額分計 15,419,900 0 0 116,813,600 132,233,500

 差引
調定額

税　　　額 333,028,200 0 86,913,800 1,070,517,500 1,490,459,500

県税（直接税）調定状況調

審査
請求額

棄却
(却下)

減額
(更正)
処理

一部修正
(更正)

 誤謬発見に
よるもの

 
同
上
の
処
理
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経営管理部６

  １ 個人事業税 (令和５年５月31日現在)

１期 ２期 計 １期 ２期 計 １期 ２期 計 １期 ２期 計

(　　　) (　　　) (　　　) (　　　) (　　　) (　　　) (　　　) (　　　) (　　　)

(484) (455) (939) (97.8) (97.4) (97.6) (97.8) (97.7) (97.7)

495 467 962 47.7 49.6 48.6 48.4 49.4 48.9 

(493) (458) (951) (96.5) (95.6) (96.1) (97.6) (97.7) (97.7)

511 479 990 47.5 47.7 47.6 48.3 49.3 48.8 

  ２ 自動車税種別割

口座振
替件数
(Ｂ）

振替加
入件数
（Ｃ）

大口一括
納付件数
（Ｄ）

大口一括
件数

（Ｅ）

(計）(Ｆ)

計 （Ｇ)

引落率
（％）
Ｂ／Ｃ

加入率
（％）
 Ｃ／Ａ

納付率
（％）
Ｄ／Ｅ

加入率
（％）
 Ｅ／Ａ

合計引落率
（%）
Ｆ／Ｇ

合計加入率
（%）

 Ｇ／Ａ

引落率
（％）
Ｂ／Ｃ

加入率
（％）
 Ｃ／Ａ

納付率
（％）
Ｄ／Ｅ

加入率
（％）
 Ｅ／Ａ

合計引落率
（%）
Ｆ／Ｇ

合計加入率
（%）

 Ｇ／Ａ

参考

大口一括
(現金一括
納付)申請
者数

(2,908) (0) (2,908) (98.6) (0.0) (98.6) (98.7) (100.0) (99.0)

2,950 0 (2,950) 10.0 0.0 10.0 12.7 5.2 17.9 0.0 

(2,916) (0) (2,916) (97.0) (0.0) (97.0) (98.7) (99.9) (99.0)

3,005 0 (3,005) 10.0 0.0 10.0 12.6 5.2 17.8 0.0 

(3,044) (0) (3,044) (98.9) (0.0) (98.9) (98.6) (99.9) (99.0)

3,078 0 (3,078) 10.2 0.0 10.2 12.7 5.2 17.9 0.0 

(注) 1 Ｄ、Ｅには現金一括納付を記載。（口座一括納付はＢ、Ｃに含まれる。）
  　 2 自動車税種別割は台数単位で記載。

口座振替等制度利用状況調

事務所計 県計

（口座振替件数）（Ｂ） （引落率（％） Ｂ／Ｃ） （引落率（％） Ｂ／Ｃ） 

 振替加入件数  （Ｃ） 加入率（％） Ｃ／Ａ 加入率（％） Ｃ／Ａ

事務所計 県計

区分
調定件数（Ａ）

５年度 未調定

４年度 1,037 941 1,978

３年度 1,076 1,005 2,081

区分 調定件数（Ａ）

５年度 29,627

４年度 29,968

３年度 30,257

-28-



経営管理部８

人 人 人 人 ％

（ ） 件 （ ） 件 （ ） 件 （ ） 件 （ ） ％

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ）

（注）１　本表は、本庁所管課・財務事務所において調整する。

　　　２　本表は、滞納者ごとの合計額が３００万円以上のものについて記載する。

  　　３　前年度対比は、税額及び件数とも記載する。

  　　４　本表は、地方法人特別税及び特別法人事業税に係るものも含めて記入する。

  　　　　なお、「税目別」欄に記入する場合は、「法人事業税・地方法人特別税及び特別法人事業税」とし、その合計額を記載する。

（令和5年5月31日現在）

区　　　　　　　　　分 令和5年度5月末
令和4年度末   

A
令和3年度末　Ｂ 増減　A-B

前年度対比
A/B

滞　　納　　者　　数 2 2 3 △ 1 66.7

千円 千円 千円 千円 ％

6,010 6,010 10,308 △ 4,298 58.3

5 5 8 △ 3 62.5

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

6,010 6,010 10,308 △ 4,298 58.3

5 5 8 △ 3 62.5

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

6,010 6,010 7,305 △ 1,295 82.3

5 5 4 1 125.0

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 0 0 -

0 0 3,003 △ 3,003 △ 100.0

0 0 4 △ 4 △ 100.0

0

0

高額滞納処理状況調

滞　　　　納　　　　額

法人県民税

法人事業税・地方法人特別税及び
特別法人事業税

個人事業税

不動産取得税

自動車税種別割

差押してあるもの

差押して
あるもの
のうち

証券を受託したもの

徴収（換価）猶予を認めたもの
(証券受託を伴わないもの)

証券受託中のもの
　(差押を伴わないもの)

徴収(換価)猶予を認めたもの
　(差押・証券受託を伴わないもの)

その他の処理
 (交付要求・参加差押等)

静岡地方税滞納整理機構に
移管したもの

催告中のもの

本年度中の収入見込額

税
目
別
滞
納
額

処
　
　
理
　
　
状
　
　
況
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ら
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ら
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滞
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 決
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、
係

争
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定
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、
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中
、
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も
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滞

納

年
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生
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②

③
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－
③

 ＝
 ④

⑤
⑥

⑤
－

⑥
 ＝

 ⑦
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0）

（
0）

（
0
）
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0
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減

数
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人

）
0

△
 1
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 1
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△
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△

 2
0
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0
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△
 1

0
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△
 1

0
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△
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0
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0
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0
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.0
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0.
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 1
0
0.

0
0
.0
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.0

0
.0

（
0）

（
0）

（
0
）

4
2

2
0

増
減

数
  
（
人
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0

△
 1
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△
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△
 1
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％
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△
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1,
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2
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40
1
6,
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△
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（
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（
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0

0
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0
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0

0
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％
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0
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0
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0
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0
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0
皆

増
0
.0

0
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△
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0

増
減

額
（
千

円
）

△
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,5
34

△
 8

,6
30

△
 8

,6
30

0
△

 1
2,

6
27

△
 4

,0
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△
 8

,5
34

△
 8

,5
34

△
 1

1,
5
3
6

増
減

比
  
（
％

）
△

 4
5.

3
△

 3
1.

4
△

 3
5.

8
0
.0

△
 4

3.
3

△
 2

9.
9

△
 5

5.
2

△
 5

5.
2

△
 7

4.
6

（
注

）
１

　
 本

表
は

、
本

庁
税

務
課

、
財

務
事

務
所

に
お

い
て

調
製

す
る

こ
と

。

２
　

「
増

減
額

・
数

」、
「
増

減
比

」に
つ

い
て

は
、

対
前

年
比

較
と

す
る

。

３
　

「
当

該
年

度
発

生
分

」に
つ

い
て

は
、

各
年

度
末

（
月

末
）ま

で
の

累
計

と
す

る
。

４
　

①
欄

の
「
滞

納
者

数
」は

実
人

数
と

す
る

（
①

＝
④

＋
⑦

）。
な

お
、

 「
当

該
年

度
発

生
分

」の
滞

納
者

が
「
滞

納
繰

越
分

」と
重

複
す

る
場

合
は

、
「
当

該
年

度
発

生
分

」
滞

納
者

数
欄

　
の

 （
　

）
に

外
書

き
す

る
も

の
と

す
る

。

５
　

令
和

２
年

度
末

に
つ

い
て

は
、

「
滞

納
者

数
」
及

び
「
滞

納
額

」そ
れ

ぞ
れ

の
「
発

生
合

計
」、

「
処

理
済

合
計

」
及

び
「
未

処
理

合
計

」
欄

に
は

「
※

」
及

び
全

体
数

、
額

を
記

入
す

る
　

と
と

も
に

、
欄

外
に

「
※

　
う

ち
地

方
税

法
附

則
第

5
9
条

（
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
等

に
係

る
徴

収
猶

予
の

特
例

）に
よ

る
徴

収
猶

予
は

発
生

合
計

○
○

人
、

○
○

○
○

千
円

、
　

処
理

済
合

計
○

○
人

、
○

○
○

○
千

円
、

未
処

理
合

計
○

○
人

、
○

○
○

○
千

円
」と

記
入

す
る

。

高
  

 額
  

 滞
  

 納
  

 推
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 状
  

 況
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和
５
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経営管理部10

５年度 ４年度 増 減 前年対比
（A） （B） （A）－（B） （A）／（B）

税額 51,996 千円 78,833 千円 △ 26,837 千円 66.0 ％

件数 449 件 482 件 △ 33 件 93.2 ％

税額 13,554 千円 16,397 千円 △ 2,843 千円 82.7 ％

件数 103 件 80 件 23 件 128.8 ％

税額 4,724 千円 1,003 千円 3,721 千円 471.0 ％

件数 17 件 6 件 11 件 283.3 ％

税額 227 千円 293 千円 △ 66 千円 77.5 ％

件数 9 件 10 件 △ 1 件 90.0 ％

税額 0 千円 468 千円 △ 468 千円 0.0 ％

件数 0 件 2 件 △ 2 件 0.0 ％

税額 758 千円 806 千円 △ 48 千円 94.0 ％

件数 10 件 6 件 4 件 166.7 ％

税額 25,080 千円 22,924 千円 2,156 千円 109.4 ％

件数 146 件 176 件 △ 30 件 83.0 ％

税額 7,653 千円 36,942 千円 △ 29,289 千円 20.7 ％

件数 164 件 202 件 △ 38 件 81.2 ％

税額 26,916 千円 55,441 千円 △ 28,525 千円 48.5 ％

件数 303 件 304 件 △ 1 件 99.7 ％

税額 19,263 千円 18,499 千円 764 千円 104.1 ％

件数 139 件 102 件 37 件 136.3 ％

税額 71.6 ％ 33.4 ％ 38.2 ％

件数 45.9 ％ 33.6 ％ 12.3 ％

（注）1　本表は、財務事務所において調製する。

　　　2　本表は滞納処理状況集計表（Ⅱ）により作成し、処理が重複する場合は上段を優先して計上すること。

　　　3　件数は、調定単位にて計上すること。

　　　5 前年度は、監査調書調製日の前年同月同日現在の状況を記入する。

区　　　　　分 ４年度　　① ３年度　　　② 増減　　①－② 前年対比①／②

不　 動 　産 26 件 26 件 0 件 100.0 ％

動　　　　 産 3 件 8 件 △ 5 件 37.5 ％

預　　　金 186 件 281 件 △ 95 件 66.2 ％

給　　　与 4 件 6 件 △ 2 件 66.7 ％

生命保険 11 件 27 件 △ 16 件 40.7 ％

そ  の  他 8 件 4 件 4 件 200.0 ％

小　　　計 209 件 318 件 △ 109 件 65.7 ％

そ　の　他 2 件 7 件 △ 5 件 28.6 ％

合　　　　計 240 件 359 件 △ 119 件 66.9 ％

（注）　１　本表は4月1日から3月31日までを１年度として作成。　

滞納処分状況調

１　滞納処理状況（調定単位） （令和５年５月31日現在）

区　　　　　分

滞　　　納　　　額 ①

差　　　押 ②

参加差押 ③

交付要求 ④

徴収猶予 ⑤

換価猶予 ⑥

執行停止 ⑦

催 告 中 ⑧

実
未済額

①-⑤ｰ⑦ ⑨

処理済
合　計

②+③+④+⑥ ⑩

滞 　納
処分率

⑩／⑨

　　　4　地方法人特別税及び特別法人事業税に係るものも含めて記入することとし、税額は法人事業税との
　　　　　合計額、件数は法人事業税と地方法人特別税又は特別法人事業税を併せて１件とする。

２　差押実施状況（調書単位） （令和５年３月31日現在）

債
　
権

処
　
理
　
状
　
況
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経営管理部11

１　滞納事案の移管状況

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

(注） １　本表は、財務事務所において調製する。

      ２　年度は、滞納整理機構へ移管した年度の区分により記載する。

 　   ３　件数は調定件数を記載する。

 　 　４　「Ａのうち滞納整理機構から徴収金として払込等のあった分Ｂ」欄の「金額」欄は、

 　   　当該移管事案に係る徴収金で財務事務所において収納した金額を含む。

 　   　「完結件数」欄は、当該調定について、延滞金を含め完納となった件数を記載する。

 　   　また、滞納整理機構から戻された後に欠損した分についても、上段へ（　）により外書きで記載する。

静岡地方税滞納整理機構への滞納事案の移管状況調

（令和５年５月31日現在）

　滞納整理機構へ移管をした滞納事案
　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　Ａのうち滞納整理機構から
　徴収金として払込等のあった分　Ｂ

件　数 金　額（千円） 金　額 （千円） 完結件数

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

158 1

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

　　　　　　　区分

税目／移管年度　     　

不動産
取得税

５年度 0 0

４年度 0 0

３年度 5 2,260

個人
事業税

５年度 0 0

４年度 0 0

３年度 1 152

自動車税
種別割

５年度 0 0

４年度 0 0

３年度 0 0

法人
県民税

５年度 0 0

４年度 0 0

３年度 0 0

法人
事業税

５年度 0 0

４年度 0 0

３年度 0 0

５年度

件  数 0

0

（ 0 ） 件  数

実人員 0 0 実人員

４年度

件  数 0

0

（ 0 ） 件  数

実人員 0 0 実人員

３年度

件  数 6

2,412

（ 0 ） 件  数

実人員 3 158 実人員

合計
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経営管理部12

（注）１　本表は、財務事務所において調製する。

　　　２　差押えた現金及び差押えた有価証券の取立て金は「動産」欄に記載する。

経営管理部12

（注）１　本表は、財務事務所において調製する。

　　　２　差押えた現金及び差押えた有価証券の取立て金は「動産」欄に記載する。

（令和４年度）

当該事務所 0 0 0 0 0

当該事務所以外 0 0 0 0 0

私債権への交付金額 0 0 0 0 0

 残余金の滞納者への交付金額 0 0 1,728 0 1,728

（令和５年度）

（令和５年５月31日現在）

当該事務所 0 0 0 0 0

当該事務所以外 0 0 0 0 0

私債権への交付金額 0 0 0 0 0

 残余金の滞納者への交付金額 0 0 9,030 0 9,030

換価処分状況調

　　　　　　　　　　　　　　物件種別
　処理区分

不動産 動　産 債　権 その他 計

公売処
分等

売却代金額(取立金額) 0
円

0
円

8,152,743
円

0
円

8,152,743
円

公売又は取立件数 0 0 189 0 189

当
該
事
務
所
配
当
額

滞納処分費 0 0 0 0 0

県税・地方法人特別税 0 0 7,977,029 0 7,977,029

その他県税に係る徴収金 0 0 173,986 0 173,986

交付要求（参加
差押）による交
付金額

摘　　　　　　　　　要

換価処分状況調

　　　　　　　　　　　　　　物件種別
　処理区分

不動産 動　産 債　権 その他 計

公売処
分等

売却代金額(取立金額) 0
円

0
円

1,389,217
円

0
円

1,389,217
円

公売又は取立件数 0 0 25 0 25

当
該
事
務
所
配
当
額

滞納処分費 0 0 0 0 0

県税・地方法人特別税 0 0 1,341,287 0 1,341,287

その他県税に係る徴収金 0 0 38,900 0 38,900

交付要求（参加
差押）による交
付金額

摘　　　　　　　　　要

 
同
上
売
却
代
金
の
精
算
内
訳

 
同
上
売
却
代
金
の
精
算
内
訳
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経営管理部13

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）１　地方法人特別税及び特別法人事業税に係るものも含めて記入。

　　　また、「税目別」欄の「法人事業税・地方法人特別税及び特別法人事業税」に、その合計額を記載。

（令和５年５月31日現在）

５年度分 ４年度分  ３年度分  それ以前の分

税　額 件数 税　額 件数 税　額 件数 税　額 件数

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 7,035,787 8 2,496,492 29 16,534,138 27

0 0 640,125 22 935,464 40 875,558 28

0 0 7,675,912 30 3,431,956 69 17,409,696 55

滞納処分の停止状況調

 　　　　 執行
　　　　　年度
 税目別

 摘　　要

法人県民税

法人事業税・
地方法人特別税及び

特別法人事業税

個人事業税

不動産取得税

自動車税
種別割

計
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経営管理部　14

交付を 種 交付 交付 払出し

受けた者 別 冊数 枚数 枚  数 金     額 枚数 金      額 枚数 金      額 枚数

人 冊 枚 （ 1 ） 円 枚 円 枚 円 枚

1 1 50 21 0 0 701,155 20 701,155 20

（ ）

4,325,820 107 0 0 4,325,820 107

（ 1 ）

21 4,325,820 107 701,155 20 5,026,975 127

徴 税 分 任 （ ）

出   納   員 1 1 50 2 62,800 2 0 0 62,800 2

（ 1 ）

2 2 100 23 4,388,620 109 701,155 20 5,089,775 129

経営管理部　14

交付を 種 交付 交付 払出し

受けた者 別 冊数 枚数 枚  数 金     額 枚数 金      額 枚数 金      額 枚数

人 冊 枚 （ 0 ） 円 枚 円 枚 円 枚

1 1 50 3 0 0 62,142 3 62,142 3

（ ）

662,300 18 0 0 662,300 18

（ 0 ）

3 662,300 18 62,142 3 724,442 21

徴 税 分 任 （ 0 ）

出   納   員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 0 ）

1 1 50 3 662,300 18 62,142 3 724,442 21

（注） ・ 交付冊数は、当該年度中に交付した数及び前年度からの繰越数の合計を記載する。

・ 交付枚数は、有効枚数を記載する。

・ 払出し枚数は、使用済及び書損分の合計枚数とし、書損分は（         ）内に内書きする。

・ 本表は、税務出納員等が取り扱った現金のうち、税及び延滞金、加算金、歳入歳出外現金の取扱高について記載する。

・「本税等」には、延滞金及び加算金、地方法人特別税を含む。

・「枚数」は、取り扱った納付書等の枚数である。

・ 「その１」には、県税賦課徴収規則第46号様式により取り扱ったもの、「その２」にはその１以外で取り扱ったものを記載する。

・ 現金には、現金扱いの小切手を含むものとする。

税   務   出   納   員   等   現   金   取   扱   高   調

　　　（令和４年度）

             区      分 現 金 領 収 証 書 現         金         取         扱         高

本    税　　等 歳入歳出外現金 合        計

税   務   出   納   員   等   現   金   取   扱   高   調

　　　（令和５年度）

　　　（令和５年５月31日現在）

             区      分 現 金 領 収 証 書 現         金         取         扱         高

本    税　　等 歳入歳出外現金 合        計

実人員

その１

税務出納員 その２

小計

その１

合      計

実人員

その１

税務出納員 その２

小計

その１

合      計
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（余白）
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経営管理部 15

受   託   有   価   証   券   取   扱   高   調

（令和４年度）

項  目 前年度末現在の保有高 当       該       年       度       中       の       取      扱       高     現在の保有高

    （再委託中を含む）   （再委託中を含む）

有価証券 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額

の 種 別 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）
枚 円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

約束手形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
有価証券

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経営管理部 15

受   託   有   価   証   券   取   扱   高   調

（令和５年５月31日現在）

項  目 前年度末現在の保有高 当       該       年       度       中       の       取      扱       高     現在の保有高

    （再委託中を含む）   （再委託中を含む）

有価証券 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額 枚数 券面金額

の 種 別 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）
枚 円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

約束手形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
有価証券

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注） 本表は、地方税法第16条の2に基づき、納付（納入）の受託証書により受託した有価証券について記載する。

税務出納員が保管しているもの及び担当公金取扱店に再委託中のものの合計により記載する。

新規に受託したもの 取立てたもの 再委託の取り下げ 不渡り

（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ）

（令和５年度）

新規に受託したもの 取立てたもの 再委託の取り下げ 不渡り

（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ）

小 切 手

小 切 手
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様式第５号

　　

　　（税務出納員分）

納期限 納期限

経　過 未到来

B+C B

A B C D E F A-D-F A-D-F

円 円 円 円 円 円 円 ％ ％

08 使用料及び手数料 266,000 266,000 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

　02 手数料 266,000 266,000 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

   01 経営管理手数料 266,000 266,000 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

    01 県税証明手数料 266,000 266,000 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

14 諸収入 6,517,418 6,517,418 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

    延滞金、加算金

 01 及び過料 6,517,418 6,517,418 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

  01 延滞金 6,517,418 6,517,418 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

　

   01 延滞金 6,517,418 6,517,418 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

  02 加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 過少申告加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 不申告加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 重加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

 07 雑入 0 0 0 0 0 0 0 - -

  02 雑入 0 0 0 0 0 0 0 - -

   04 滞納処分費収入 0 0 0 0 0 0 0 - -

合　　　　　　計 6,783,418 6,783,418 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

 

歳 入 予 算 執 行 状 況 調

（令和４年度）

区　　　　　　　分

収入済額 不　納 収入未済額 収　入 納期内

調定額 納期内 納期後 欠損額 計 歩　合 収入率 摘要

 (注) 1　税外収入について記載。

      2　繰越調定は、「節」の「調定額」・「収入済額」・「収入未済額」・「収入歩合」・「納期内収入率」欄の上段に現年度分
       （調定額０円の場合を含む｡)を［　］内に再掲。
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様式第５号

　　

　　（税務出納員分）

納期限 納期限

経　過 未到来

B+C B

A B C D E F A-D-F A-D-F

円 円 円 円 円 円 円 ％ ％

08 使用料及び手数料 54,400 54,400 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

　02 手数料 54,400 54,400 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

   01 経営管理手数料 54,400 54,400 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

    01 県税証明手数料 54,400 54,400 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

14 諸収入 874,606 874,606 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

    延滞金、加算金

 01 及び過料 874,606 874,606 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

  01 延滞金 874,606 874,606 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

　

   01 延滞金 874,606 874,606 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

  02 加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 過少申告加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 不申告加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

   01 重加算金 0 0 0 0 0 0 0 - -

 07 雑入 0 0 0 0 0 0 0 - -

  02 雑入 0 0 0 0 0 0 0 - -

   04 滞納処分費収入 0 0 0 0 0 0 0 - -

合　　　　　　計 929,006 929,006 0 0 0 0 0 100.0 100.0 

 

歳 入 予 算 執 行 状 況 調

（令和５年度）

（令和５年５月31日現在）

区　　　　　　　分

収入済額 不　納 収入未済額 収　入 納期内

調定額 納期内 納期後 欠損額 計 歩　合 収入率 摘要

 (注) 1　税外収入について記載。

      2　繰越調定は、「節」の「調定額」・「収入済額」・「収入未済額」・「収入歩合」・「納期内収入率」欄の上段に現年度分
       （調定額０円の場合を含む｡)を［　］内に再掲
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様式第７号

現　金　出　納　調

　（税務出納員）

（令和４年度）

越　高 受　高 計

差押物件 円 円 円 円 円 0 円 0 円

公売代金 0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

差押債権 円 円 円 円 円 701,155 円 701,155 円

取 立 金 0 701,155 701,155 701,155 0 20 枚 20 枚

交付要求 円 円 円 円 円 0 円 0 円

配 当 金 0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

円 円 円 円 円 0 円 0 円

0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

県税証明 円 円 円 円 円 266,000 円 266,000 円

手 数 料 0 266,000 266,000 266,000 0 665 枚 279 枚

様式第７号

現　金　出　納　調
　（税務出納員）

（令和５年度）

（令和５年５月31日）

越　高 受　高 計

差押物件 円 円 円 円 円 0 円 0 円

公売代金 0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

差押債権 円 円 円 円 円 62,142 円 62,142 円

取 立 金 0 62,142 62,142 62,142 0 3 枚 3 枚

交付要求 円 円 円 円 円 0 円 0 円

配 当 金 0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

円 円 円 円 円 0 円 0 円

0 0 0 0 0 0 枚 0 枚

県税証明 円 円 円 円 円 55,200 円 54,400 円

手 数 料 0 55,200 55,200 54,400 0 138 枚 54 枚

受　　　入　　　額

受　　　入　　　額

(注)1　「区分」欄には、「目」名を記載。

　　2　 税外収入について記載。

区　　分 払出金 残高
出納員領収書発
行総額及び枚数

指定金融機関等
現金払込調書兼
領収書総額及び
枚数

差押金銭

区　　分 払出金 残高
出納員領収書発
行総額及び枚数

指定金融機関等
現金払込調書兼
領収書総額及び
枚数

差押金銭

-44-



様式第７号－２

( 令和5年度 )
　(令和5年5月31日現在)

区　分 　　金　額  （円）

つり銭用予備現金 30,000

令和5年5月31日現金領収分
（県税徴収金）

66,500

令和5年5月31日現金領収分
（県税証明手数料）

800

有料道路通行料及び駐車場利用料等の継続
的資金前渡

6,000

現金保管者

次長兼管理課長

次長兼管理課長

次長兼管理課長

次長兼管理課長

保管現金有高調
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様式第７号-３

（令和5年5月31日現在）

預金種類 口座番号 口座名義人 残高（円） 摘　要

無利息型
普通預金

263396
熱海財務事務所資金前渡者
熱海財務事務所長
長谷川　達哉

0
資金前渡用口座
（有料道路通行料等）

無利息型
普通預金

1862791
自振口熱海財務事務所資金前渡者

熱海財務事務所長
長谷川　達哉

0
口座振替用口座
（事務所光熱水費等）

無利息型
普通預金

2045582
県税専用熱海財務事務所
税務出納員　森井 徹

0
県税専用出納員口座
（インターネット公売
　買受代金等）

0

預　 金　 調

金融機関名

スルガ銀行熱海支店

スルガ銀行熱海支店

スルガ銀行熱海支店

　残　高　合　計
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（余白）
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様式第10号-２

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

左のうち、前年
度からの繰越額
分

一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 16,103,344

一般会計 経営管理費 徴税費 賦課徴収費 88,000

一般会計 交通基盤費 道路費 道路橋りょう新設改良費 10,289,000

計 26,434,716 26,480,344 0

一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 1,628,000

計 1,766,600 1,628,000 0

計 0 0

計 0 0 0

一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 15,000

一般会計 経営管理費 徴税費 賦課徴収費 219,763,665

一般会計 経営管理費 出納費 集中事務費 39,500

一般会計 諸支出金 自動車税環境性能割交付金 自動車税環境性能割交付金 33,406,265

計 244,834,220 253,224,430 0

計 0 0

　

執　 行 　済　 額　　　（円）

節　名 会 計 款 項 目
令和３年度 令和４年度

(12)
委託料

(14)
工   事
請負費　　　　

(16)
公有財産
購 入 費　　　　

(17)
備   品
購入費　

(18)
負担金、
補助金及
び交付金

(21)
補償、補填
及び賠償金
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様式第10号-３

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

うち、前年度
からの繰越額分

一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 1,937,100

計 1,937,100

計 0

計 0

計 0

一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 7,000

一般会計 経営管理費 徴税費 賦課徴収費 103,837,134

一般会計 経営管理費 出納費 集中事務費 35,000

計 103,879,134

計 0

（令和５年５月31日現在）

執　 行 　済　 額　　　（円）
節　名 会 計 款 項 目

(12)
委託料

(14)
工   事
請負費　　　　

(16)
公有財産
購 入 費　　　　

(17)
備   品
購入費　

(18)
負担金、
補助金及
び交付金

(21)
補償、補填
及び賠償金
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様式第１１号

委託料に関する調 （令和４年度）

整理 委託業務名 受託者 当　初 契約金額 契約 契　約 支　出 金　　額 委託業務 摘要

番号 設計金額 締結 期　間 年月日 の内容

当初額 変更増減額 計 方法
(事務関係) 円 円 円 円 円

1 R4. 4. 1 R4.5.31 387,750

5,935,600 5,579,750 5,579,750 ～ R4.6.30 369,600

R5. 3.31 R4.7.29 387,750

R4.8.31 369,600

R4.9.30 777,700

R4.10.31 454,300

R4.11.30 387,750

R4.12.26 369,600

R5.1.31 585,750

R5.2.28 369,600

R5.3.31 650,650

R5.4.26 469,700

(小計)  5,579,750

円 円 円 円 円

2 R4. 4. 1 R4.5.31 105,050

1,112,100 1,071,400 1,071,400 ～ R4.6.30 33,000

R5. 3.31 R4.7.29 113,850

R4.8.31 33,000

R4.9.30 182,050

R4.10.31 33,000

R4.11.30 105,050

R4.12.26 33,000

R5.1.31 113,850

R5.2.28 33,000

R5.3.31 253,550

R5.4.26 33,000

(小計)  1,071,400

円 円 円 円 円

3 R4. 4. 1 R4.5.31 445,500

5,710,100 5,346,000 5,346,000 ～ R4.6.30 445,500

R5. 3.31 R4.7.29 445,500

R4.8.31 445,500

R4.9.30 445,500

R4.10.31 445,500

R4.11.30 445,500

R4.12.26 445,500

R5.1.31 445,500

R5.2.28 445,500

R5.3.31 445,500

R5.4.26 445,500

(小計) 5,346,000

円 円 円 円 円

4 R4. 4. 1 R4.5.31 602,152

7,428,300 7,225,834 7,225,834 ～ R4.6.30 602,152

R5. 3.31 R4.7.29 602,152

R4.8.31 602,152

R4.9.30 602,152

R4.10.31 602,152

R4.11.30 602,152

R4.12.26 602,152

R5.1.31 602,152

R5.2.28 602,152

R5.3.31 602,152

R5.4.26 602,162

(小計)  7,225,834

円 円 円 円 円

5 R4. 4. 1 R4.10.31 825,000

2,026,200 1,573,000 1,573,000 ～ R5.4.26 748,000

R5. 3.31
(小計)  1,573,000

円

20,795,984

熱海総合庁
舎空調設備
保守点検業
務

㈱三ツ星
工業

指名

熱海総合
庁舎の空
調設備の
保守点検

頁小計 5件

㈱東海ビ
ルメンテ
ナス熱海
営業所

指名

熱海総合
庁舎の敷
地内の清
掃

熱海総合庁
舎清掃業務

熱海総合庁
舎建築物環
境衛生管理
業務

〃 指名

熱海総合
庁舎の建
築物環境
衛生管理

熱海総合庁
舎設備保守
管理業務

〃 指名

熱海総合
庁舎の設
備保守管
理

熱海総合庁
舎警備業務

共 栄 セ
キ ュ リ
テ ィ ー
サービス
㈱静岡営
業所

指名

熱海総合
庁舎の警
備員によ
る警備
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様式第１１号

委託料に関する調 （令和４年度）

整理 委託業務名 受託者 当　初 契約金額 契約 契　約 支　出 金　　額 委託業務 摘要

番号 設計金額 締結 期　間 年月日 の内容

当初額 変更増減額 計 方法
円 円 円 円 円 随契

6 R4. 4. 1 １号
961,334 957,000 957,000 ～ R4.6.30 451,000 (少額)

R5. 3.31 R4.12.26 506,000

(小計) 957,000

円 円 円 円 円 随契

7 R4. 4. 1 １号
968,000 953,700 953,700 ～ R5.4.26 953,700 (少額)

R5. 3.31
(小計)  953,700

円 円 円 円 円 随契

8 R4. 4. 1 R4.5.31 28,930 １号
347,160 347,160 347,160 ～ R4.6.30 28,930 (少額)

R5. 3.31 R4.7.29 28,930

R4.8.31 28,930

R4.9.30 28,930

R4.10.31 28,930

R4.11.30 28,930

R4.12.26 28,930

R5.1.31 28,930

R5.2.28 28,930

R5.3.31 28,930

R5.4.26 28,930

(小計)  347,160

円 円 円 円 円 随契

9 R4. 4. 1 R4.5.31 36,850 １号
448,800 442,200 442,200 ～ R4.6.30 36,850 (少額)

R5. 3.31 R4.7.29 36,850

R4.8.31 36,850

R4.9.30 36,850

R4.10.31 36,850

R4.11.30 36,850

R4.12.26 36,850

R5.1.31 36,850

R5.2.28 36,850

R5.3.31 36,850

R5.4.26 36,850

(小計) 442,200

円 円 円 円 　　　 円 随契

10 R4. 4. 1 １号
317,020 317,020 317,020 ～ R4.4.28 317,020 (少額)

R5. 3.31

(小計) 317,020

円 円 円 円 　　　 円 随契

11 R4. 4. 1 １号
399,300 385,000 385,000 ～ R4.6.30 88,000 (少額)

R5. 3.31 R4.12.26 297,000

.

(小計) 385,000

円 円 円 円 　　　 円 随契

12 R4. 4. 1 １号
184,800 176,000 176,000 ～ R5.4.26 176,000 (少額)

R5. 3.31

(小計) 176,000

円 円 円 円 　　　 円 随契

13 R4. 4. 1 １号
165,000 165,000 165,000 ～ R4.10.21 82,500 (少額)

R5. 3.31 R5.4.10 82,500

(小計) 165,000

円

3,743,080

熱海総合庁
舎消防施設
等点検業務

サンコー
防災㈱

随契

熱海総合
庁舎の消
防用設備
等の点検

熱海総合庁
舎樹木管理
業務

西村造園
㈱

随契
熱海総合
庁舎の樹
木の管理

熱海総合庁
舎自家用電
気工作物保
安管理業務

(一財)関
東電気保
安協会沼
津事業本
部

随契

熱海総合
庁舎自家
用電気工
作物の保
安管理

熱海総合庁
舎自家発電
設備消防点
検業務

サンコー
防災㈱

随契

熱海総合
庁舎の自
家発電機
の消防点
検

一般廃棄物
運搬処理業
務

㈲セイソ
ウサービ
ス

随契

熱海総合
庁舎の一
般廃棄物
の運搬・
処理

頁小計 8件

熱海総合庁
舎機械警備
業務

東海綜合
警備保障
㈱

随契

熱海総合
庁舎の機
械による
警備

熱海総合庁
舎エレベー
タ保守点検
業務

フジテッ
ク㈱中部
支社静岡
支店

随契

熱海総合
庁舎のエ
レベータ
の保守点
検

自動ドア保
守点検業務

ナブコシ
ステム㈱
沼津営業
所

随契

熱海総合
庁舎の自
動ドアの
保守点検
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様式第１１号

委託料に関する調 （令和４年度）

整理 委託業務名 受託者 当　初 契約金額 契約 契　約 支　出 金　　額 委託業務 摘要

番号 設計金額 締結 期　間 年月日 の内容

当初額 変更増減額 計 方法
円 円 円 円 円 随契

14 R4.6.10 R4.9.30 36,300 １号
72,600 72,600 72,600 ～ R5.3.31 36,300 (少額)

R5. 3.31
(小計) 72,600

円 円 円 円 　　　 円 随契

15 R4.7.1 １号
99,000 99,000 99,000 ～ R5.3.24 99,000 (少額)

R5. 3.31

(小計) 99,000

円 円 円 円 　　　 円 随契

16 1㎥当たり 1㎥当たり 1㎥当たり R4.7.1 １号
33,000 33,000 33,000 ～ R5.3.24 99,000 (少額)

R5. 3.31 単価

契約
(小計) 99,000

円 円 円 円 　　　 円 随契

17 R4. 6.1 R4.7.27 37,400 １号
74,800 74,800 74,800 ～ R5.1.31 37,400 (少額)

R5. 3.31

(小計) 74,800

円 円 円 円 　　　 円 随契

18 R4. 6.1 R4.7.27 12,540 １号
25,080 25,080 25,080 ～ R5.1.31 12,540 (少額)

R5. 3.31

(小計) 25,080

円 円 円 円 　　　 円 随契

19 1kg当たり 1kg当たり 1kg当たり R4. 6.1 R4.7.27 6,600 １号
22.0 22.0 22.0 ～ R5.1.31 6,600 (少額)

R5. 3.31 単価

契約
(小計) 13,200

円 円 円 円 　　　 円 随契

20 R4.4.1 １号
844,800 805,200 805,200 ～ R5.4.26 805,200 (少額）

R5. 3.31

(小計) 805,200

円 円 随契

21 R4.7.8 １号
492,800 492,800 492,800 ～ R5.2.10 492,800 (少額)

R5.2.28

(小計) 492,800

円 円 随契

22 R4.7.1 １号
83,600 83,600 83,600 ～ R4.10.21 83,600 (少額)

R4.9.30

（小計） 83,600

円 円 随契

23 R4.6.10 １号
88,000 88,000 88,000 ～ R4.10.31 88,000 (少額)

R5.3.31

（小計） 88,000

円 円 円 円 　　　 円 随契

24 R5.1.27 １号
88,000 88,000 88,000 ～ R5.3.13 88,000 (少額)

R5.3.31

(小計) 88,000

円

1,941,280
円

26,480,344
円

合　　計 26,480,344

ばい煙測定
業務

東海プラ
ント㈱

随契
熱海総合
庁舎のば
い煙測定

雑排水槽・
汚水槽清掃
業務

クリーン
サービス
㈱

随契

熱海総合
庁舎の汚
水槽、雑
排水槽の
清掃

雑排水槽・
汚水槽汚泥
廃棄物収集
運搬処分業
務

クリーン
サービス
㈱

随契

熱海総合
庁舎の汚
水槽、雑
排水槽の
汚泥処理

ｸﾞﾘｽﾄﾗｯﾌﾟ・
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯﾌﾟ
清掃業務

㈲ 県 央
サービス

随契

熱海総合
庁舎のｸﾞﾘ
ｽﾄﾗｯﾌﾟ、
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯ
ﾌﾟの清掃

ｸﾞﾘｽﾄﾗｯﾌﾟ・
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯﾌﾟ
汚泥廃棄物
処分業務

日興サー
ビス㈱

随契

熱海総合
庁舎のｸﾞﾘ
ｽﾄﾗｯﾌﾟ、
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯ
ﾌ ﾟの汚泥
処分

一般電話設
備保守管理
業務

西日本電
信電話㈱
静岡支店

随契

熱海総合
庁舎の一
般電話設
備の保守
管理

建築基準法
第12条に基
づく定期点
検業務

㈲若林建
築設計事
務所

随契

熱海総合
庁舎の建
築基準法
第12条の
定期点検

電話交換機
用直流電源
設備保守点
検業務

宮澤電池
産業
（株）

随契

熱海総合
庁舎の電
話交換機
用直流電
源設備の
保守点検

地下タンク
漏洩点検業
務

（株）タ
ツノ

随契

熱海総合
庁舎の冷
温水機の
清掃

産業廃棄物
収集運搬処
分業務

セキトラ
ンスシス
テム㈱

随契

熱海総合
庁舎の産
業廃棄物
の収集運
搬処分業
務

頁小計 11件

事務関係　
計

24件

24件

ｸﾞﾘｽﾄﾗｯﾌﾟ・
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯﾌﾟ
汚泥廃棄物
収集・運搬
業務

㈲ 県 央
サービス

随契

熱海総合
庁舎のｸﾞﾘ
ｽﾄﾗｯﾌﾟ、
ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯ
ﾌ ﾟの汚泥
収集、運
搬
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様式第１１号

（令和５年度）

（令和５年５月31日現在）

整理 委託業務名 受託者 当　初 契約金額 契約 契　約 支　出 金　　額 委託業務 摘要

番号 設計金額 締結 期　間 年月日 の内容

当初額 変更増減額 計 方法
(事務関係) 円 円 円 円 円

1 R5. 4. 1 R5.5.31 399,300

5,794,800 5,745,300 5,745,300 ～

R6. 3.31

(小計)  399,300

円 円 円 円 円

2 R5. 4. 1 R5.5.31 105,050

1,141,800 1,093,400 1,093,400 ～

R6. 3.31

(小計)  105,050

円 円 円 円 円

3 R5. 4. 1 R5.5.31 456,500

5,926,800 5,478,000 5,478,000 ～

R6. 3.31

(小計) 456,500

円 円 円 円 円 随契

4 R5. 4. 1 R5.5.31 592,900 １号
621,500 592,900 592,900 ～ (少額)

R5. 4.30

(小計)  592,900

円 円 円 円 円

5 R5. 5. 1
6,982,800 6,649,643 6,649,643 ～

R6. 3.31

(小計)  0

円 円 円 円 円

6 R5. 4. 1
1,885,400 1,650,000 1,650,000 ～

R6. 3.31

(小計)  0

円 円 円 円 円 随契

7 R5. 4. 1 １号
979,000 957,000 957,000 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 0

円 円 円 円 円 随契

8 R5. 4. 1 R5.5.31 28,930 １号
347,160 347,160 347,160 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 28,930

円 円 円 円 　　　 円 随契

9 R5. 4. 1 R5.5.31 37,400 １号
448,800 448,800 448,800 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 37,400

円

1,620,080

熱海総合庁
舎清掃業務

熱海総合庁
舎消防施設
等点検業務

サンコー
防災㈱

随契

熱海総合
庁舎の消
防用設備
等の点検

熱海総合庁
舎エレベー
タ保守点検
業務

フジテッ
ク㈱静岡
支店

随契

熱海総合
庁舎のエ
レベータ
の保守点
検

頁小計 9件

㈱東海ビ
ルメンテ
ナス熱海
営業所

指名

熱海総合
庁舎の敷
地内の清
掃

熱海総合庁
舎建築物環
境衛生管理
業務

〃 指名

熱海総合
庁舎の建
築物環境
衛生管理

熱海総合庁
舎設備保守
管理業務

〃 指名

熱海総合
庁舎の設
備保守管
理

熱海総合庁
舎警備業務

共 栄 セ
キ ュ リ
テ ィ ー
サービス
㈱静岡営
業所

随契

熱海総合
庁舎の警
備員によ
る警備

熱海総合庁
舎警備業務

共 栄 セ
キ ュ リ
テ ィ ー
サービス
㈱静岡営
業所

指名

熱海総合
庁舎の警
備員によ
る警備

熱海総合庁
舎空調設備
保守点検業
務

㈱三ツ星
工業

指名

熱海総合
庁舎の空
調設備の
保守点検

熱海総合庁
舎機械警備
業務

東海綜合
警備保障
㈱

随契

熱海総合
庁舎の機
械による
警備

委託料に関する調 
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様式第１１号

（令和５年度）

（令和５年５月31日現在）

整理 委託業務名 受託者 当　初 契約金額 契約 契　約 支　出 金　　額 委託業務 摘要

番号 設計金額 締結 期　間 年月日 の内容

当初額 変更増減額 計 方法

委託料に関する調 

円 円 円 円 　　　 円 随契

10 R5. 4. 1 １号
317,020 317,020 317,020 ～ R5.4.28 317,020 (少額)

R6. 3.31

(小計) 317,020

円 円 円 円 　　　 円 随契

11 R5. 4. 1 １号
399,300 385,000 385,000 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 0

円 円 円 円 　　　 円 随契

12 R5. 4. 1 １号
191,400 184,800 184,800 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 0

円 円 円 円 　　　 円 随契

13 R5. 4. 1 １号
165,000 165,000 165,000 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 0

円 円 円 円 　　　 円 随契

14 R5. 4. 1 １号
844,800 805,200 805,200 ～ (少額)

R6. 3.31

(小計) 0

円

317,020

円

1,937,100

円

合　　計 1,937,100

熱海総合庁
舎自家用電
気工作物保
安管理業務

(一財)関
東電気保
安協会沼
津事業本
部

随契

熱海総合
庁舎自家
用電気工
作物の保
安管理

熱海総合庁
舎非常用自
家発電設備
等点検業務

サンコー
防災㈱

随契

熱海総合
庁舎の自
家発電設
備の消防
点検

一般廃棄物
運搬処理業
務

㈱アタミ
クリーン
アップ

随契

熱海総合
庁舎の一
般廃棄物
の運搬・
処理

自動ドア保
守点検業務

ナブコシ
ステム㈱
沼津営業
所

随契

熱海総合
庁舎の自
動ドアの
保守点検

一般電話設
備保守管理
業務

西日本電
信電話㈱
静岡支店

随契

熱海総合
庁舎の一
般電話設
備の保守
管理

頁小計 5件

事務関係　
計 14件

14件
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様式第１３号

(令和４年度)

円

10,000

２
熱海地区安全運転
管理協会会費

熱海地区安全運転
管理協会

熱海地区安全運転管
理協会会費規定

安全運転管理に関する啓発等 35,000 4.4.20

３
熱海市防火協会
会費

熱海市
防火協会

熱海市防火協会規約 防火管理の啓発 7,000 4.4.22

４
熱海伊東税務推進
協議会分担金

熱海伊東税務推進
協議会

熱海伊東税務推進協
議会規約

国・県・市の賦課徴収の連絡
協調

60,000 4.7.7

５
安全運転管理者講
習会負担金

静岡県公安委員会 道路交通法 安全運転管理者等の意識向上 4,500 4.9.13

６
防火管理講習会受
講者負担金

（一財）日本防
火・防災協会

消防法
甲種防火管理者に必要な知識
等に係る講習会

8,000 4.11.28

７
所得税確定申告書
等共同発送負担金

株式会社
エルネット

所得税の確定申告書
等の共同発送に関す
る協定書

所得税確定申告書等の共同発
送

13,921 5.3.20

7 件 138,421

様式第１３号

(令和５年度)
（令和５年５月31日現在)

円

7,000

２
熱海地区安全運転
管理協会会費

熱海地区安全運転
管理協会

熱海地区安全運転管
理協会会費規定

安全運転管理に関する啓発等 35,000 5.4.18

３
サンフロント21懇
話会年会費

静岡新聞社・静岡
放送サンフロント
２１懇話会

静岡新聞社・静岡放
送サンフロント２１
懇話会会則

静岡県東部地域活性化のため
の研究・提言及び会員相互の
情報交換

10,000 5.4.21

３　　件 52,000

計

計

負　担　金　支　出　調

整理
番号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容
負担
金額

支出
年月日

１
サンフロント21懇
話会年会費

静岡新聞社・静岡
放送サンフロント
２１懇話会

静岡新聞社・静岡放
送サンフロント２１
懇話会会則

静岡県東部地域活性化のため
の研究・提言及び会員相互の
情報交換

4.4.15

負　担　金　支　出　調

整理
番号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容
負担
金額

支出
年月日

１
熱海市防火協会年
会費

熱海市防火協会 熱海市防火協会規約 防火管理の啓発 5.4.24
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様式第１４号

円
219,679,744

33,406,265

253,086,009

様式第１４号

円
103,827,134

103,827,134

交　付　金　支　出　調

整理
番号

交付金名 交付先 交付根拠 事業内容 交付金額

１ 県民税徴収市町交付金
熱海市長
伊東市長

地方税法 個人県民税の徴収取扱費

2
自動車税環境性能割交付
金

熱海市長
伊東市長

地方税法
市に対する自動車税環境性
能割の交付

計

交　付　金　支　出　調

整理
番号

交付金名 交付先 交付根拠 事業内容 交付金額

１ 県民税徴収市町交付金
熱海市長
伊東市長

地方税法 個人県民税の徴収取扱費

計
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（令和４年度）

年月日 金額 年月日 金額 年月日 確認年月日

円 円
4.4.28 104,926,843 4.5.13 104,926,843
4.10.28 114,752,901 4.11.11 114,752,901
小計 219,679,744 小計 219,679,744

4.8.24 9,812,000 4.8.31 9,812,000
4.12.20 10,692,000 4.12.26 10,692,000
5.3.24 12,902,265 5.3.31 12,902,265
小計 33,406,265 小計 33,406,265

（令和５年度）
（令和５年５月31日現在）

年月日 金額 年月日 金額 年月日 確認年月日

円 円
5.4.27 103,827,134 5.5.12 103,827,134

交付決定 交付 事業完了

交付決定 交付 事業完了

交　付　金　支　出　調

摘要

253,086,009

交　付　金　支　出　調

摘要

103,827,134
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様式第１９号

建　　築　　工

当初額 変更増減額

円 円 円

1 資産経営費 1,485,000 1,386,000 0

2 資産経営費 319,000 242,000 0

合　計 1,804,000 1,628,000 0

※　令和5年度（5月末日現在）該当なし。

１  本表は、建築工事を執行する本庁所管課・出先機関等において調製すること。ただし、本庁で調製

　　するものについては、かいに令達した建築工事は記載することを要しない。

２　かいにおいては、令達分の後に参考として、本庁経理分も併せて記載すること。

（再配当先による他のかいへの令達を含む。）

３　「契約締結方法」欄には、制限付き一般競争入札は「一般」、公募型指名競争入札は「公募」、

　　指名競争入札は「指名」、不調随意契約は「不随」、随意契約は「随契」の区分を記載する。

４　「工事概要」欄には、新築、改築、増築、修繕等その内容を詳細に記載すること。

５　「摘要」欄には、次の事項を記載すること。

(1) 令達年月日及び最終支払年月日を記載すること。

(2) 本庁経理分（再配当先による他のかいへの令達を含む）の執行課・所名を記載すること。

      　 台帳の異動に該当しない場合は「－」と記入。

整理
番号

予算科目 工事名 工事箇所
当　　初
設計金額

契　　約　　金　　

熱海総合庁舎　給
湯設備改修工事

熱海市水口町
地内

熱海総合庁舎　空
調圧力バイパス弁
用調節計更新工事

熱海市水口町
地内
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事　　調

着　手

完成（予定）

計 年月日

円 円

1,386,000 随契 R4.7.19 1,386,000

R4.10.31 －

242,000 随契 R4.8.17 242,000

R5.3.10 －

1,628,000 1,628,000

(3) 随意契約については、摘要欄に地方自治法施行令第167条の2による該当号等を記載する。

＊ 記載方法…随契1号（少額）、随契2号（不適）、随契5号（緊急）、随契6号（不利）、随契7号（有利）

(4) 債務工事は○○債務（○○は債務負担行為開始年度）、繰越工事は△△繰越（△△は繰越事由の発生

　　年度）及び繰越工事調の「頁／整理番号」を併記する。

６　設備系施設の修繕工事や改築工事も本様式を使用する。

７　「公有財産台帳」欄には、財産事務取扱者（財産を分掌する課又はかいの長）が公有財産台帳の異動

　　手続き済みの場合『済』、調書調製日以降に異動手続き予定の場合『予』、公有財産台帳の異動に該当

　　しない場合は「－」と記入する。

８　その他記入要領は、「様式第１７号」に準ずるものとする。

（令和４年度）

　額 契約
締結
方法

受注者 支出済額 工事概要
公有財
産台帳

摘　要

山田冷機工業(株) 各階給湯室の
ガス湯沸器の
電気湯沸器へ
の更新工事

令達年月日
R4.4.1

最終支出日
R4.11.25
随契１号
(少額)

(株)三ツ星工業 空調圧力バイ
パス弁用調節
計のアナログ
式からデジタ
ル式への更新
工事

令達年月日
R4.4.1

最終支出日
R5.3.24
随契1号
(少額)
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様式第22号

摘要

数量又 台帳 数量又 台帳 数量又 台帳 数量又 台帳

は面積 価格 は面積 価格 は面積 価格 は面積 価格

行政財産 千円 千円 千円 千円

1,148,904 0 48,413 1,100,491

土地 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

4,303.77 394,502 4,303.77 394,502

立木竹 本 本 本 本

67 6,103 67 6,103

建物 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1,513.70 640,703 45,799 1,513.70 594,904

5,606.19 5,606.19

工作物 個 個 個 個

41 107,596 2,614 41 104,982

普通財産
0 0 0

土地 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0 0 0 0

公有財産に準ずるもの
1,115   1,115

電話加入権 件 件 件 件

14 1,115 14 1,115

（令和５年度中（5月末日現在）増減なし）

公 有 財 産 調
（令和４年度）

令和4年3月31日 令和5年3月31日

増 減

区分 現 在 現 在
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様式第２６号

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（令和５年５月31日現在）

契　約 所有者又

期　間 は契約者

台　帳 現　況 単　価 年　額 氏名

円 円

1 土地 宅地 熱海市水口町 宅地 公衆用 0.4㎡ 0 0 R3.4.1 熱海市 街路灯

818-16 道路 ～ 設置

R8.3.31

2 土地 公衆用 熱海市福道町 公衆用 公衆用 １本 0 0 R4.4.1 静岡県 案内板

道路 700-6 道路 道路 ～ 設置

R9.3.31

3 土地 公衆用 熱海市水口町 公衆用 公衆用 4.6㎡ 0 0 R4.4.1 静岡県 案内板

道路 816-2地先 道路 道路 ～ 設置

R9.3.31

計

（注）

1 　本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

2 　土地、建物、施設、実習用地等現に県が使用しているものについては、有料・無料を問わず

    記載する（国、県等から占用許可を受けているもの及び他の課又はかいから使用承認を受けて

    いるものを含む。この場合、「契約期間」欄には許可期間・承認期間を、「所有者又は契約者

氏名」欄には許可者・承認者を記載する｡)。

3 　「区分」・「種別」欄には、財産規則第61条に規定する別表第3公有財産区分種目表により記

載する。

4 　建物、施設等については、型式、構造等を「地目」欄に記載する。また、建物の数量は、当

該「数量又は面積」欄を二分して、上段に建築面積を下段に延面積を記載する。

5 　「区分」又は「種別」が２以上あるときは、面積及び年額を集計する。

6 　所有者又は契約者が法人ではなく個人の場合は、「所有者又は契約者氏名」欄には、「個

人」と記載する。

7 　監査対象期間において、借地借家等が終了したものについても記載する。

借地借家等調

整理
番号

区分 種別 所在地
地　目 数量又

は面積

借　料
用　途
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様式第２７号

（令和5年5月31日現在）

整理 数量又 貸付又は 貸付又は使用

番号 区分 種別 所在地 は面積 使用許可 許可を受けた

単価 年額 期　　間  者の氏名

  円   円

2.4.1

～7.3.31

2.4.1

～7.3.31

2.4.1

～7.3.31

2.4.1

～7.3.31

5.4.1

～6.3.31

3.4.1

～6.3.31

4.4.1

～7.3.31

4.4.1

～7.3.31

3.4.1

～6.3.31

3.4.1

～6.3.31

5.4.1

～6.3.31

4.4.1

～7.3.31

4.4.1

～7.3.31

4.4.1

～7.3.31

4.10.21

～7.3.31

3.4.1

～6.3.31

5.4.1

～8.3.31

720,740

720,740

地　目 貸付料又は

使　用　料

頁計

合計

貸付･使用
許可目的台帳　 現況

1 土地
総合庁舎

敷地

熱海市
水口町
13番15号

宅地 宅地 5本 1,500 7,500
東京電力パワー
グリッド(株)伊
豆支社

電柱、支柱、支
線敷等

2 〃 〃 〃 〃 〃 2本 830 1,660
日本郵便(株)東
海支社

地下埋設物
（ケーブル）

3 〃 〃 〃 〃 〃  7.03㎡ - - 熱海市 防災用倉庫敷地

4 〃 〃 〃 〃 〃 172.00ｍ 32 5,500 　〃
その他の地下埋
設物

5 〃 〃 〃 〃 〃  0.06㎡ - - 　〃 工作物敷地

6 〃 〃 〃 〃 〃  0.36㎡ - - 熱海警察署 道路標識

7 〃 〃 〃 〃 〃  0.40㎡ - - 危機対策課 防災看板

9 〃 〃 〃 〃 〃 5.17㎡ - -
環境放射線監視
センター

モニタリングポ
スト

10 建物 事務所建
熱海市
水口町
13番15号

鉄骨鉄筋コン
ク リ ー ト 造
地上５階

20.90㎡ - -
熱海食品衛生協
会

事務室

11 〃 〃 〃 〃  41.77㎡ - - 危機対策課
総合情報ネット
ワーク設備

12 〃 〃 〃 〃 61.91㎡ - 489,380 熱海市
ふるさとハロー
ワーク事務室

13 〃 〃 〃 〃 56.29㎡ - - 疾病対策課 物資保管

14 〃 〃 〃 〃 11.30㎡ - - 電子県庁課
ＳＤＯサーバ設
置

15 〃 〃 〃 〃  0.38㎡ - - 危機対策課 屋上高所カメラ

16 〃 〃 〃 〃 0.60㎡ - - 東部地域局
デジタルサイ
ネージ

17 〃 倉庫建 〃
鉄筋コンク
リート造
地上２階

8.13㎡ - -
環境衛生科学研
究所

大気汚染計測機
器

18 〃 事務所建 〃
鉄骨鉄筋コン
ク リ ー ト 造
地上５階

 4.00㎡ - 216,700
コカ・コーラボ
トラーズジャパ
ン株式会社

自動販売機

行政財産貸付・使用許可調 

-77-



-78-



-79-



様式第29号－２

整理
番号 大・中 小

平机 月10回(年間120回)

会議机 会議室使用時

レーザー 開庁日（年間約240日）

プリンター プリンター

ビデオ装置（一式） 24時間365日

VSC－160S 防犯用

たな 常置（年間365日）

複柱書架10連７段 行政資料を配架

金庫 常置（年間365日）

HS-E42TKF1 郵券・現金等保管

カウンター 開庁日（年間約240日）

オカムラ4261ZC 窓口対応

第１種図書 随時（年間２回）

現行日本法規　分冊
地方税賦課徴収調査

改正前法令調査

(令和5年5月31日現在) 

区分

主　要　備　品　調

品名・規格 利用状況 購入年月
購入金額

（円）
摘要

１ 01-01 平机 S59. 7 687,000 84-000650

２ 02-01
レーザープリン
ター･スキャナ

R3.11 343,000 21-007896

３ 02-03 ビデオ装置（一式） H19. 3 299,250 06-009628

４ 01-04 たな H5. 3 295,000 92-000427

５ 01-04 金庫 H20. 7 289,800 08-000789

６ 01-02 カウンター S59. 7 286,000 84-000430

７ 50-01 第１種図書 H11.9 210,000 99-009664
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